
 
 



 
 

 

子ども・子育て支援の更なる充実に向けて 

 
我が国は少子化が急速に進行し、人口減少が深刻さ

を増しています。少子化の進行は、将来の生産年齢人

口の減少や、経済成長の低下、地域・社会の担い手不

足など、社会経済に多大な影響を及ぼします。一方、

核家族化や地域のつながりの希薄化により、家庭や地

域における子育て力が低下するなど、子どもたちを取

り巻く環境はますます厳しいものとなっています。こ

うした状況にある今こそ、子どもと子育てを取り巻く

問題について皆が改めて考え、社会全体で立ち向かう

ことが必要です。 
本市は、市民の皆様の生活に直結する「健康」「教育」「環境」「危機管理」の“４Ｋ”

施策と人口対策につながる施策を重点的に展開しております。さらに、１０年先、２０

年先を見据え、地方自治体としての持続力を高め、市民の皆様が豊かに暮らせるまち

を築いていく必要があります。そのためにも、その若い世代が結婚や出産、子育てに

希望を持ち、安心して子どもを生み育てられる環境づくりと、未来を担う大切な子ど

もたちが将来の夢を持ち、健やかに成長できる環境づくりを進めていかなければなり

ません。 
その礎となるのが、このたび策定した令和２年度から令和６年度までの５年間を計

画期間とする「第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画」です。この第２期計画に

基づき、これまでの取組に更に磨きをかけ、切れ目のない子ども・子育て支援の一層

の充実を図ってまいります。そして、これからも「選ばれるまち」であり続けるよう、

子どもに優しいまちづくり、子育てに優しいまちづくりを皆様とともに進めてまいり

ます。 
結びに、本計画の策定にあたり、アンケートやワークショップにご協力いただきま

した皆様、そして、計画策定にご尽力いただきました藤枝市子ども・子育て会議の委

員の皆様、貴重なご意見・ご提案をお寄せいただいた多くの皆様に厚くお礼申し上げ

ます。 
 

令和２年３月 

藤枝市長 北村 正平 
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第１章 計画策定にあたって 
 

１．計画策定の背景と趣旨 

 
新たな子ども・子育て支援制度がスタートして、５年が経過しました。 

わが国は、本格的な人口減少社会が到来し、ますます少子化傾向が進行しています。

藤枝市（以下「本市」という）においても、例外ではなく、今後も人口減少が予測 

されています。 

本市では、“子どもは、社会の希望であり、未来を創る力である”という考えのも

と、「ふじえだ子ども・子育てスマイルプラン２１」を推進してきました。 

特に第１期計画においては、保育所待機児童ゼロを目指して、認可保育所の新設や

地域型保育事業を増設し、保育定員の拡大に努めてきました。 

また、幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園も増設し、地域のニーズに

即した幼児教育と保育の受け皿を確保するとともに、藤枝市保育士・幼稚園教諭の人

材バンクの開設による人材の確保にも努めてきました。 

さらには、子どもと子育てに関する取組や子育て関連情報の発信、子育て支援施設

等の充実等により、「子育てするなら藤枝」の推進にも取り組んできました。 

しかしながら、母親の就業率の向上や令和元年１０月からスタートした「幼児教育・

保育の無償化」等、子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化し、ニーズも多様化して

います。 

本市は、今後も子ども・子育て支援施策を総合的、計画的に推進するため、子育て

に関係する各部署が一体となって子育て支援施策に取り組み、全ての子どもたちが健

やかに育つまち、安心して子どもを生み、育てやすいまちを目指し「第２期藤枝市子

ども・子育て支援事業計画」（以下「本計画」という）を策定することとします。 
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２．計画の位置付け 

 
本計画は、「子ども・子育て支援法」第６１条に基づく市町村行動計画で、子ども・

子育て支援にかかる総合的な計画として策定するものです。 

また、文部科学省の「新・放課後子ども総合プラン」における市町村の役割につい

ても、本計画の中で定めるとともに、「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部

を改正する法律」に基づく計画としても策定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画 

～ふじえだ子ども・子育てスマイルプラン２１～ 

 

ふじえだ健康都市創生総合戦略 

藤枝市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

藤枝市障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画 

藤枝型発達支援システム構築のための行動計画 

元気ふじえだ健やかプラン 

藤枝市男女共同参画行動計画 

藤枝市教育振興計画・教育振興行動計画 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
制
度
 

静
岡
県
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

（
第
２
期
ふ
じ
さ
ん
っ
こ
応
援
プ
ラ
ン
）
 

第５次藤枝市総合計画 

整合 

連携 

参酌 

藤枝市 DV 防止基本計画 

藤枝市自殺対策計画 

藤枝市多文化共生推進計画 
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３．計画の期間 

 
この計画は、令和２年度を初年度とし、令和６年度を目標年度とする５か年計画と

します。 
 
年

度 

平成 30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 

          

 第１期 

（2015～2019） 

第２期藤枝市 

子ども・子育て支援事業計画 

  

          

 

      

 
次期計画 

（2025～2029） 

          

 
 
 
 
 
 
 

評価・見直し 
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第２章 計画の基本的な考え方 
 

１．基本理念 

 
 
 

 

 
 
 
 

子どもの未来を創る 

子どもは、決まった未来を歩むのではなく、自身の夢に向かって、一人ひとりが未

来を創るものです。子ども一人ひとりが夢や希望を持つためには、子どもの成長を見

守るすべての大人が、無限の可能性を支えていくことが必要です。 
夢を持つ子どもと、子どもの幸せを願う保護者やその家族の想いが叶うよう、子ど

もの成長を全力で応援します。 
 

子どもが未来を創る 

生まれてくる子どもの健やかな成長は、藤枝の将来への希望となるだけでなく、我

が国全体の未来へとつながる希望となります。子どもとその家族が健やかに過ごせる

社会をつくることで、子どもが抱く夢や希望を自らの力で叶えられるよう、全力で応

援します。 
 
 
 

本計画では、「子どもの未来を創る、子どもが未来を創る」の基本理念のもと、

これまで推進してきた「ふじえだ子ども・子育てスマイルプラン２１」に関する

取組を評価検証しながら、子どもがすくすくいきいきと育つまち、子どもたち

の笑顔がいっぱいのまちを目指します。 
また、子育て世代が何代にもわたり多く住む、子育てがしやすいまちを目指

します。 
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２．基本的な視点 

 

１ 子どもの視点【子どもが健やかに成長していくために】 
子どもにとっての利益が最大限に尊重されるように配慮し、子どもの視点に立っ

た取組を進めます。 
また、子どもたちが夢や希望を持って、自分でやり遂げる力（自立）と思いやり

の心を大切に支え合って生きる力（協働）を身につけられる取組を進めます。これ

により、地域に対する愛着を深め、将来、子どもたちが大人になったとき、本市で

子育てしたいと思えるようなまちづくりを進めます。 
 

２ 親の視点【親が安心して、子育てできるために】 
子育ての一義的責任は、父母その他の保護者にあるとの認識を基本とし、子育て

や子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援を進めていき

ます。 
また、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることで、子育てについての

責任を果たし、親としての成長を支援していきます。 
 

３ 地域の視点【夢と希望を持ち続けられる社会の実現のために】 
地域の一人ひとりが「子どもは地域全体で見守り、育てる」との認識を持ち、子

どもの健やかな育ちと子育てをすることの重要性について理解を深め、各々が積極

的に役割を果たすことが必要です。 
高齢者を中心とする地域見守り活動や、女性を中心とする子育て支援団体等によ

る子育て支援の充実を図る等、女性や高齢者が活躍する子育て支援を進めます。 
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３．施策分野 

 
基本理念である「子どもの未来を創る、子どもが未来を創る」のもと、次の４つの

分野と２１の基本施策により、計画を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．発達の段階に応じた幼児期の教育・保育の充実 
Ⅱ．発達に課題がある子どもの育ちの支援 
Ⅲ．「笑顔あふれる教育」に向けた学びの環境づくり 
Ⅳ．家庭や地域の教育力の向上 
Ⅴ．安全・安心なまちづくりの推進 
Ⅵ．子どもの貧困対策の充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．地域における子育てサービスの充実 
Ⅱ．子育て家庭への訪問支援 
Ⅲ．ひとり親家庭の自立支援 
Ⅳ．子育てネットワークづくり 
Ⅴ．男女共同参画の啓発 
Ⅵ．児童虐待防止対策の充実 
Ⅶ．次代の親の育成  

【分野１】子どもの健やかな育ちの確保 
未来ある子どもの健やかな成長のために、乳幼児期における幼児教育や保育

の充実を図ります。また、発達に課題がある子どもの育ちを支えるとともに、

就学後の教育環境の充実、安全・安心なまちづくり等に取り組みます。 
さらに、家庭や地域の教育力の向上を図り、地域全体で子どもの健やかな育

ちを見守ることのできる体制づくりを強化します。 

【分野２】育児不安の解消 
在宅で子育てをしている家庭、共働き家庭やひとり親家庭等の家庭環境にか

かわらず、子育てをしている全ての家庭に対して、きめ細やかに訪問・相談で

きる体制を整える等、保護者が社会から孤立しないよう地域、企業、行政が一

体となって子育てが楽しくなる環境づくりに取り組みます。 
合わせて、次代を担う親になる可能性がある人に対して、子育てにふれる機

会や男女共同参画の考え方を啓発する取組を実施し、本市の未来を担う親育て

を推進します。 

対応する施策 

対応する施策 



7 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．乳幼児期の保育の量的充実 
Ⅱ．放課後の子どもの居場所づくり 
Ⅲ．保育所での一時預かりや病児・病後児保育の充実 
Ⅳ．ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた働き方の見直し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．安心して子どもを生み、育てられる環境づくり 
Ⅱ．基本的生活習慣づくり 
Ⅲ．母子保健サービスの充実 
Ⅳ．小児医療の充実 
  

【分野３】子育てと仕事の両立支援 
核家族化や共働き家庭の増加、保護者の就労形態の多様化による多様な保育

ニーズに対して、保育所及び放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の

量的充実に努めます。また、保育所での一時預かりや病児・病後児保育等の保

育サービスの充実に努めるとともに、男女がともに働きやすく、仕事と子育て・

家庭生活が両立できる職場環境の改善や、男性に対する家事・育児支援等の推

進等に取り組みます。 
 

【分野４】子どもと母親の健康の確保 
安心して子どもを生み、育てられる環境の整備と合わせて、妊娠中から産後

の切れ目のない支援に努めます。 
また、出産を機にライフスタイルが大きく変化することから、子どもだけで

なく、その家族の健康も支える取組を進めていきます。 

対応する施策 

対応する施策 
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４．施策体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ふ
じ

え
だ

子
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・
子
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２１

 

基本理念 分野 施策 

子
ど

も
の

未
来

を
創

る
、

子
ど

も
が

未
来

を
創

る
 

１．子どもの健やかな 

育ちの確保 

２．育児不安の解消 

３．子育てと仕事 

の両立支援 

４．子どもと母親 

の健康の確保 

Ⅰ．乳幼児期の保育の量的充実 

Ⅱ．放課後の子どもの居場所づくり 

Ⅲ．保育所での一時預かりや病児・病後児保育の充実 

Ⅳ．ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた働き方の見直し  

Ⅰ．安心して子どもを生み、育てられる環境づくり 

Ⅱ．基本的生活習慣づくり 

Ⅲ．母子保健サービスの充実 

Ⅳ．小児医療の充実 

Ⅰ．発達の段階に応じた幼児期の教育・保育の充実 

Ⅱ．発達に課題がある子どもの育ちの支援 

Ⅲ．「笑顔あふれる教育」に向けた学びの環境づくり 

Ⅳ．家庭や地域の教育力の向上 

Ⅴ．安全・安心なまちづくりの推進 

Ⅵ．子どもの貧困対策の充実 

Ⅰ．地域における子育てサービスの充実 

Ⅱ．子育て家庭への訪問支援 

Ⅲ．ひとり親家庭の自立支援 

Ⅳ．子育てネットワークづくり 

Ⅴ．男女共同参画の啓発 

Ⅵ．児童虐待防止対策の充実 

Ⅶ．次代の親の育成 

１．子どもの視点【子どもが健やかに成長していくために】 

２．親の視点【親が安心して、子育てできるために】 

３．地域の視点【夢と希望を持ち続けられる社会の実現のために】 

基
本
的
な
視
点
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第３章 施策の内容 
 

１．子どもの健やかな育ちの確保 

 

Ⅰ 発達の段階に応じた幼児期の教育・保育の充実 
 
 

 

・乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等、生涯にわたる人格形成の基

礎が培われる重要な時期です。 
・発達の段階に応じた適切な保護者の関わりや、質の高い幼児期の教育・保育の安

定的な提供を通じ、子どもの健やかな成長のための環境の整備が必要です。 
 
 
 

 
 
 

 

・幼稚園や保育所、認定こども園の施設間連携を図るとともに、それぞれの特色を

出せるよう各園へ財政支援します。 
・子育てのための施設等利用給付の実施にあたっては、公正かつ適正な支給の確保、

保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案して給付します。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
乳幼児育成事業 

への支援 

○保育所、認定こども園に対し、乳幼児育成のた

めの財政支援を行います。 

児童課 

２ 特別保育事業への支援 

○延長保育事業（時間外保育事業）や一時預か

りのための財政支援を行います。 

児童課 

３ 
幼児教育推進事業 

への支援 

○幼稚園及び認定こども園に対し、幼児教育充

実のための財政支援を行います。 

児童課 

 

 

 

  

現状と課題 

幼児期の特性を踏まえ、小学校以降の教育の基盤をつく

る環境整備を推進しています。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 
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Ⅱ 発達に課題がある子どもの育ちの支援 
 
 

 

・近年、幼児健康診査や各種相談の中で、発達面で課題があり、継続的な支援が必

要な子どもが増えています。 
・発達相談の対象児に対して、個人の発達に合わせたきめ細やかな指導の実施が求

められています。今後も関連機関と連携し、支援体制を整えることが必要です。 
・本市においては、子ども発達支援センターを中心に、必要に応じて関係機関との

連携支援を行っています。 
・民間施設の独自施策を支援するとともに、発達に課題がある乳幼児の個別対応を

行った施設に対して財政支援を行い、障害児保育を支えています。 
・教員の資質向上を図るため、特別支援コーディネーター育成研修会を実施してい

ます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・療育教室の体制の充実を図るとともに、子育て支援に関する関係機関との連携を

さらに強化し、各機関の特性を最大限に活かせる体制の充実を図ります。 
 
 
 
 
 
  

現状と課題 

市民からは、専門家等に相談したことで「子どもとの接し

方を学び、不安が軽減した」等の声があります。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 

関係者からは、「発達支援の連携体制ができて良かった」

との意見があります。 

【個別事業の進捗評価より】 



11 
 

 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 発達相談業務の充実 

○心理判定員、保育士及び専門相談員が、言

葉の遅れ等発達に課題がある子どもやその保護

者と面接し、相談に応じます。 

○幼児健康診査等で、発達に課題がある子ども

とその保護者に対し保健師等が、事後の相談を

実施し、相談体制の充実を図ります。 

子ども発達支援センター 

健康推進課 

 

２ 療育教室の推進 

○発達面において支援が必要な子どもとその保

護者に対して、早期療育の機会を提供します。 

○通園施設における療育支援の充実と関係機

関との連携を図ります。 

子ども発達支援センター 

３ 幼児への言語指導 

○言葉の遅れや発音、吃音(きつおん)等の言葉

に関係した練習が必要な子どもとその保護者に

対して、言語指導を行います。 

教育政策課 

４ 
巡回支援専門員による 

訪問 

○心理判定員または巡回支援専門員等が発達

に課題がある子どもに対して、幼稚園、保育所、

認定こども園等へ訪問し、発達の状況等を確認

し、相談・助言を行います。 

子ども発達支援センター 

５ 特別支援教育の充実 

○藤枝市就学支援委員会及び巡回相談等にお

ける教育相談や支援の充実を図ります。 

○関係機関との連携を円滑に図ります。 

○保護者への理解・啓発を図ります。 

教育政策課 

６ 
特別支援学級等の就学

に対する経済的支援 

○保護者の経済的負担を軽減するため、その負

担能力に応じ、学用品・通学用品購入費・給食

費等、必要な援助を行います。 

教育政策課 

７ 支援の資質向上 

○特別支援教育関連の講演会の実施や、特別

支援コーディネーター及び特別支援教育支援員

等への研修を充実します。 

教育政策課 
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№ 取組 内容 担当課 

８ 
放課後等デイサービス

の充実 

○放課後等デイサービス事業の適正な支給に努

めます。 

○事業所の提供するサービスの質の向上に努め

ます。 

自立支援課 

９ 発達支援体制の充実 

○保護者・保健・医療・福祉・教育・就労関係者・

地域住民による支援ネットワークづくりを進めま

す。 

子ども発達支援センター 

10 

幼稚園、保育所等に 

おける発達支援体制の

充実 

○発達に課題がある児童が、安心して園生活を

過ごせるよう、発達支援に係る保育士等の知識、

技術の向上を図ります。 

子ども発達支援センター 

11 

幼稚園、保育所等に 

おける特別支援事業の

推進 

○発達に課題がある児童を支援する保育士等を

加配する施設に対して、財政支援を行います。 

児童課 

 
  



13 
 

Ⅲ 「笑顔あふれる教育」に向けた学びの環境づくり 
 
 

 

・子どもが将来への夢や希望を原動力にして自らの強みや生きる糧となる「生きる

力」を身につけられる教育、未来の本市を担う人づくりが求められています。 
・全ての大人が子どもを慈しみ育てる体制を作り、教育環境の充実に努めることが

必要です。 
・多文化共生意識の醸成に向けた教育環境の整備が必要です。 
・本市独自の教育プログラムやふじえだマナーブック「えだっ子の一歩」を作成し、

配布しています。 
・藤枝プレイパークを開催し、様々な体験・交流を通して、創造力やコミュニケー

ション力、問題解決力の育成を図っています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・子どもを中心に大人も学び合い、支え合う「笑顔あふれる教育」を推進します。 
・外国人住民が生活していくうえで、必要不可欠な日本語の習得機会の提供と充実

を図るとともに、日本語の習得が不十分な子どもや保護者に対し、必要な支援と

学校での多文化共生意識の醸成に向けた学習機会を提供します。 
・家庭、地域、学校等が連携し、市民のだれもが学び合い、学びの環境日本一のま

ちづくりを推進します。 
  

現状と課題 

進学する際に感じる（感じた）不安については、「他人との

コミュニケーションがとれるか」と回答した人が最も多い割

合となっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

本市独自の教育プログラムやふじえだマナーブックは、関

係機関や専門機関より高評価を得ています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
特色ある教育活動の 

充実 

○就学前の子どもに対しては、地域の特性や各

園の特色を活かした教育活動を行い、個人の育

成の充実を図ります。 

○読み聞かせ活動や一日体験入学等、保育所・

幼稚園・小学校・中学校が連携した異年齢交流

を行うとともに、幼児教育・保育施設から小学校

以降の子どもの育ちと生活が円滑に進むように各

教員間の連携を深める合同研修や講演会を行

います。 

○中学校区ごとに、地域の特性を活かした小中

一環教育を推進するとともに、コミュニティ・スクー

ルを導入し、家庭・地域・学校が協働し地域ぐる

みで小中一環教育に取り組みます。 

○市内全ての小中学校に配置した外国人ＡＬＴ

（外国語指導助手）との英語授業に加え、授業以

外にも外国人ＡＬＴと交流する課外外国語体験

活動（Ｆｕｊｉｅｄａ Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｃａｍｐ）や、姉妹都市

であるオーストラリアのペンリス市や韓国の揚州市

とスカイプ交流を行う等、英語に対する興味や意

欲を引き出すとともに、国際感覚を育成します。 

児童課 

教育政策課 

２ 
確かな学力の育成と 

環境整備 

○ふじえだ教師塾ほか各種研修等により教員の

専門性、授業力向上を図ります。 

○ＩＣＴ等を活用した教育環境の整備を推進し、

学ぶ意欲を高める授業を行います。 

教育政策課 

３ 
「ふじえだマナー」の 

啓発 

○子どもの規範意識や豊かな心を育成するた

め、「ふじえだマナー愛言葉」の市民への周知

や、年代別「ふじえだマナーブック」の活用等、マ

ナー啓発に取り組みます。 

教育政策課 

４ 
対人関係力、創造力及

び問題解決力の育成 

○様々な体験・交流の機会をとおして、創造力や

コミュニケーション力、問題解決力の育成を図り

ます。 

教育政策課 

５ 
非行や不登校に関する

相談体制の充実 

○非行や不登校に関する専門的な相談体制を

強化し、学校、家庭、地域等の関係機関とのネッ

トワークづくりを進めます。 

教育政策課 
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№ 取組 内容 担当課 

６ 学校図書館の充実 

○全校に配置した学校図書館司書と教員との連

携を密にし、図書館運営のさらなる充実を図りま

す。 

教育政策課 

７ 
学校におけるスポーツ

環境の充実 

○小学生版の体づくりメニュープログラムを活用

し、体育授業での実践、体力アップコンテストや新

体力テスト等に各学校が取り組みながら、体力の

増進を図ります。 

教育政策課 

８ 
多様な連携による学び

の充実 

○大学と連携し、科学体験教室を開催します。 

○ＪＡＸＡとの連携協定に基づき、ＪＡＸＡ支援に

よる市内小中学校での授業、教員・指導者研修

会、科学教室等を開催し、宇宙や科学に興味を

持つ子どもたちを育てます。 

生涯学習課 

９ 
ＤＶのない地域づくり 

の推進 

○ＤＶの加害者にも、被害者にもさせないよう若

年層への教育・啓発を行います。 

子ども家庭課 

10 

多文化共生の促進に向

けた教育環境の整備 

○日本語学習機会の希望をかなえるために、

「日本語講座」の充実を図ります。 

○日本語が不自由な児童・生徒に対し、学習の

遅れが生じないよう支援を行います。 

○学校のルールや制度を啓発・指導するため、

通訳の派遣等により保護者をサポートします。 

○子どもが就学を迎える外国人の保護者に対

し、必要な情報を提供することで、円滑な就学に

つなげます。 

○小・中学校において、道徳や総合的な学習で

の多文化共生意識の醸成を図るとともに、ALT に

よる異文化理解の機会を提供します。 

男女共同参画・多文化共生課 

教育政策課 
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Ⅳ 家庭や地域の教育力の向上 
 
 

 

・保育の現場や学校が地域と連携を図りながら、様々な人的資源や社会資源等を活

かしながら子どもを育てていくという視点が重要になっています。 
・教育環境を整備していくためには、学習機会の提供や地域の資源を活用した多様

な体験活動の充実、スポーツ環境の整備等を進め、地域の教育力を向上させてい

くことが必要です。 
・家庭教育講座やブックスタート事業等、家庭での子育て力の向上を目的とした事

業を実施しています。 
・子育てサークル活動への支援や学校サポーターズクラブ事業の推進等、地域にお

ける子育てや教育力の向上を目的とした取組を実施しています。 
 
 
 

 
 
 

 

・子どもの発達段階に応じて、学習機会や情報提供の充実を図り、相談体制の整備

や子育てサークル活動への支援を行い、家庭教育への支援の充実に取り組んでい

きます。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 

子どもの発達段階に応

じた学習機会や情報の

提供 

○家庭教育講座や、就学時健康診断等の機会

を利用した子育て講座を開催します。 

生涯学習課 

２ 

相談体制の整備や子育

てサークル活動等への 

支援 

○家庭教育相談を行います。 

○子育てサークル等が行う公益的な事業につい

ては、藤枝市市民活躍まちづくり事業補助制度に

よる財政支援を行います。 

生涯学習課 

市民活動団体支援課 

 

 

 

 

 
  

現状と課題 

講座や体験活動等の事業は、参加者の満足度も高く、継

続を望む声があります。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 
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№ 取組 内容 担当課 

３ 
ブックスタート事業の 

推進 

○乳幼児健康診査時に、絵本の読み聞かせや

絵本を贈る事業を進めます。 

図書課 

４ 体験活動の機会の充実 

○自然環境等、地域の教育資源を活用した体験

活動の機会を持ち、地域学習を進めます。 

○土曜日を中心に、地区交流センターにおいて、

子どもや親子を対象とした講座や体験学習等を

開催します。 

協働政策課 

５ スポーツ環境の整備 

○総合型地域スポーツクラブと連携し、地域の中

でだれもが楽しく気軽にスポーツができる環境づく

りを進めます。 

スポーツ振興課 

６ 
地域における通学合宿

の充実 

○異年齢・異世代集団での共同生活により様々

な経験が得られる通学合宿の実施を働きかけ、

地域の教育力の向上を図ります。 

生涯学習課 

７ 

学校サポーターズクラ

ブ事業（地域学校協働

活動事業）の推進 

○地域の人材による環境美化、総合的な学習の

補助等をとおして、家庭、学校、地域の連携を進

め、地域の教育力の向上を図ります。 

生涯学習課 

８ 
幼稚園、保育所、認定

こども園の子育て支援 

○地域の子どもたちに園庭を開放します。 

○非在園児の親子登園、育児相談等を行いま

す。 

児童課 

９ 
年齢に合った選書の 

情報提供 

○選書のアドバイスとなるよう、就学前の子どもた

ちに対し、就学時健康診断時に、年齢に合ったブ

ックリストを配付します。 

図書課 
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Ⅴ 安全・安心なまちづくりの推進 
 
 

 

・誰もが安心して暮らせる環境を整えることは、妊産婦、乳幼児連れ等の子育て支

援の視点にとどまらず、高齢者、障害のある方等を含めたすべての人が快適に生

活できる環境整備に向けた課題となります。 
・集団登校時等、事故等を未然に防止できるよう、危険要因の把握と対策の実施に

努めていく必要があります。 
・公園やふれあい広場の利用を促進するため、トイレの水洗化等の環境整備を実施

しています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・すべての人が安心して利用できるよう、引き続き、公共施設等のバリアフリー化

を推進するとともに、子どもを含め、市民の防犯に配慮した環境整備に努めます。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 歩道整備の推進 

○藤枝駅周辺等、バリアフリー化を進めます。 

○歩道の新設、改良による道路整備を行い、歩

行者の安全を確保します。 

道路課 

２ 
交通バリアフリー事業

の推進 

○歩行者優先の交通規制を行い、歩行者にやさ

しい交通環境（あんしん歩行エリア）の整備を進め

ます。 

道路課 

 

  

現状と課題 

保護者からは「市内の公園が利用しやすく、安心して子ど

もを遊ばせることができる」という声があります。 

【ワークショップ「すくすく子育てＣａｆｅ」意見】 

施策の方向性 

バリアフリー化を進めることで歩行者の安全が確保され、

安全・安心なまちづくりにつながっています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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№ 取組 内容 担当課 

３ 
公園・河川等の整備の

推進 

○公園や河川の環境整備を進めます。 

花と緑の課 

河川課 

４ 

公共施設等のバリアフ

リー化の促進 

○多くの人々が利用する公共的な施設や学校施

設について、バリアフリー化への指導と実施を進

めます。 

建築住宅課 

５ 地域防犯活動の推進 

○地域における防犯灯・防犯カメラの設置促進

や見守り活動の支援を図ります。 

○藤枝警察署等と連携し、「子ども１１０番の家」

の推進を図ります。 

協働政策課 

６ 

シックハウス対策の 

推進 

○公共施設等の建設にあたり、シックハウス対策

に適合した材料等を使用します。 

建築住宅課 

７ 

通学路・通園路の安全

対策の推進 

○家庭・地域・学校等が連携し、通学路や通園

路の安全点検を行います。 

○危険箇所調査の結果に基づき、カラー舗装や

路面標示等安全対策を実施します。 

教育政策課 

児童課 

道路課 

８ 交通安全日本一の推進 

○「交通安全日本一」の都市を目指して、関係機

関と連携し、交通安全運動をはじめ、交通安全

教室や街頭指導、啓発活動等を展開し、全世代

の交通安全に対する意識向上を図ります。 

交通安全対策室 

９ 

住宅の確保に関する情

報提供等の推進 

○県営・市営住宅を案内します。 

○市ホームページ等において市営住宅の情報を

発信します。 

建築住宅課 

10 

児童生徒の見守り 

の推進 

○ＩｏＴ端末を利用し、子どもの位置情報をスマー

トフォンで確認できる民間の見守りサービスを利

用する際に必要となる初期費用を助成することで

保護者の負担を軽減し、子どもの見守りを支援し

ます。 

教育政策課 

11 

市民総ぐるみの子ども

の見守り活動の強化 

○高齢者を中心とした登下校時の地域や事業所

における見守り活動や「ながら見守り」の推進によ

り市民全体で見守り活動する体制づくりを進めま

す。 

協働政策課 
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Ⅵ 子どもの貧困対策の充実 
 
 

 

・非正規雇用の拡大や離婚の増加等を背景に、子育て世代が経済的な課題を抱える

ケースが多くなっています。平成２８年の「国民生活基礎調査」における子どもの

貧困率は１３.９％で、約７人に１人が貧困であるという結果が出ています。 

・ひとり親家庭の相対的貧困率は５０.８％であり、ひとり親家庭の自立を支援する必

要があります。 
・貧困等の困難を抱える家庭は、社会的に孤立する傾向にあります。保護者の就労

状況や健康状態にかかわらず、子育て家庭の生活を安定させるためには、こうし

た家庭を確実に把握し、仕事や生活全般における総合的な支援が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 

 

・子どもの現在及び未来が、その生まれ育った環境によって左右されることなく、

また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、さらには、困難を抱える子

育て世帯を孤立させることがないよう支援し、生活の安定を図ります。 
・誰もが安心して子育てができるように、それぞれの家庭のライフステージに対応

した相談の実施や支援体制の充実に努めます。また、各課での情報共有と連携に

努めます。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ こども食堂の推進 

○「こども食堂」実施団体に対して事業費用

を助成し、地域で子どもを支える仕組みを構

築します。 

子ども家庭課 

 

  

現状と課題 

施策の方向性 

生活支援等は経済的負担の軽減につながっています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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№ 取組 内容 担当課 

２ 生活支援の促進 

○ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を

助け、子どもの心身ともに健やかな成長に寄与す

るため、「児童扶養手当」を支給します。 

○ひとり親家庭等の経済的支援を目的に、「母子

家庭等医療費」として、医療を受けるのに必要な

費用の一部を助成します。 

○生活困窮者に対する住居確保給付金や家計

相談支援事業を実施します。 

子ども家庭課 

自立支援課 

３ 就労支援の促進 

○就業意欲を持って特定の職業訓練等を受講

する場合に、資金的援助を行う「母子家庭等自

立支援給付金事業」を実施し、直接的に就業に

結びつくよう支援します。 

○公共職業安定所等の紹介により、ひとり親家

庭の父や母を雇用する中小企業の事業主に助

成金を交付する「高年齢者等雇用奨励金」を実

施し、ひとり親家庭の就労を雇用する側からも進

めます。 

○母子家庭等就業・自立支援センター、しずお

かジョブステーション及びハローワークとの連携に

よるひとり親への就業相談や職業紹介、講座等

を積極的に勧めます。 

子ども家庭課 

産業政策課 

自立支援課 

４ 相談体制の充実 

○子ども家庭課内にひとり親家庭の相談を専門と

する家庭児童相談員を配置し、手当等の援助制

度をはじめ養育費、就労支援等に対応します。 

○離婚の際の養育費取り決めに関する事前相談

の普及に取り組みます。 

○自立相談支援事業（自立プラン作成等）を活

用し、包括的な相談支援を実施します。 

子ども家庭課 

自立支援課 

 

５ 
母子生活支援施設への

措置 

○配偶者等から身体的暴力や精神的暴力を受

けた母子家庭の自立に向けて、各制度の周知、

心のケア・サポートの実施等、きめ細やかな支援

をするため、母子生活支援施設への措置を行い

ます。 

子ども家庭課 
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№ 取組 内容 担当課 

６ 就学への支援 

○経済的な理由で高等学校や大学等への就学

を断念しないよう、各種助成制度の周知に努めま

す。 

○生活保護世帯の子どもの高校中退防止に取り

組みます。 

○ひとり親家庭等で小学校に入学する児童のラ

ンドセル及び学校指定用品の購入費用の助成と

入学支援金の支給を行います。 

教育政策課 

自立支援課 

子ども家庭課 

７ 
母子父子寡婦福祉資

金の貸付相談・受付 

○県が実施する、ひとり親家庭や寡婦等を対象

にした「母子父子寡婦福祉資金」の貸付相談、受

付を行います。 

子ども家庭課 

８ 
子ども育成支援事業 

の実施 

○生活困窮やひとり親家庭等で養育が十分でな

い子どもに対し、食事や学習等ができる居場所を

提供し、大人とのふれあいや交流を図りながら、

子どもの健全な成長と自立を支援します。 

子ども家庭課 

９ 
小児医療受診に対する

経済的支援 

○１８歳までの子どもを対象に、疾病の慢性化の

予防と保護者の経済的負担の軽減を図るため、

「こども医療費助成事業」を行います。 

○「育成医療給付」により、身体に障害のある１８

歳未満の児童を対象に必要な医療給付を行い、

経済的負担の軽減を図ります。 

子ども家庭課 

自立支援課 

10 
スクールソーシャルワ

ーカー活用の充実 

○小・中学校を窓口として、様々な困難を抱える

子どもを早期に把握し、福祉等の支援につなげて

いきます。 

教育政策課 

11 
学習チャレンジ支援事

業の充実 

○生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯

の子どもに対する学習・生活支援事業を行いま

す。 

自立支援課 

12 

要保護児童対策地域

協議会におけるネットワ

ークの強化 

○支援が必要な子どもを見逃さない体制を強化

します。 

子ども家庭課 

13 

学校サポーターズクラ

ブ事業（地域学校協働

活動事業）の推進 

（再掲） 

○地域の人材による環境美化、総合的な学習の

補助等をとおして、家庭、学校、地域の連携を進

め、地域の教育力の向上を図ります。 

生涯学習課 

14 
家庭教育支援事業の 

充実 

○就学時検診時や入学・入園説明会に出向き、

子育て世代の家庭教育に関する学習の機会（講

座等）や情報を提供します。 

生涯学習課 
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２．育児不安の解消 

 

Ⅰ 地域における子育てサービスの充実 
 
 

 

・少子高齢化や核家族化が進み、就労形態の多様化が進行する中で、地域の人々が

互いに助け合って子どもを育むことが難しい状況となっています。 
・子どもを安心して育てるためには、地域で子育てを支援する取組が重要になって

います。 
・本市では、育児不安についての相談や子育てサークル等への支援を行う地域子育

て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業）や、地域で育児に関する相互援

助活動を行う子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

に取り組んでいます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・専業主婦家庭やひとり親家庭等を含めたすべての子育て家庭が、安心して子育て

ができるよう、地域における様々な子育て支援サービスの充実を図り、“子育て

するなら藤枝”の発信に努めます。 
 
 

  

現状と課題 

子育て支援センターの充実を実感している保護者が多

く、交流が生まれているといった意見があります。 

【ワークショップ「すくすく子育てＣａｆｅ」意見】 

施策の方向性 

子育てしやすいまちの要素として、地域のつながりが必要

だと感じている人が多くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 

地域子育て支援拠点事業  

（地域子育て支援セン

ター事業）の充実 

○地域子育て支援センターにおいて、親子の交

流の場を提供し、子育てに関する情報提供、相

談や援助を行い、子育て支援の充実を図ります。 

○施設整備面では、令和２年度完成予定の葉梨

地区交流センター内に地域子育て支援センター

を設置し、さらなる子育て支援の環境の充実に努

めます。 

児童課 

２ 

子育て援助活動支援事業  

（ファミリー・サポート・

センター事業）の充実 

○育児の援助を受けたい人（依頼会員）の、多様

な依頼に対応するため、援助を行う人（提供会

員）の増加を図り、支援体制の充実に努めます。 

○発達に課題がある子どもについても、一時的な

預かり等の育児の援助を行います。 

児童課 

３ 

藤枝おやこ館運営事業

への支援 

○親子が自由に遊べる場所を提供し、子育て中

の親や子どもの悩み相談等の事業を行う「藤枝

おやこ館運営協議会」に対し、事業実施のための

サポートや財政支援を行います。 

児童課 

４ 

れんげじスマイルホー

ル運営事業の充実 

○発達段階に応じた遊具を配置し、子どもたちが

自由にのびのびと体を動かすことができる、全天

候型の遊びの場を提供します。 

○民間企業が有する企画力やノウハウを活用し、

「子ども達のからだづくり応援施設」として、運動の

習慣づけ、強い身体づくりをサポートすることで、

子育て支援の充実を図ります。 

児童課 

５ 情報提供の充実 

○子育て支援サイト「ママフレ藤枝」や「子育てガ

イドブック」「幼児教育・保育ガイド」「健康カレンダ

ーweb 版」等を通じて、子育て家庭が必要とする

情報を、迅速かつ適切に提供します。 

児童課 

６ 

“子育てするなら藤枝”

の推進 

○子ども・子育てに関する事業やイベントを子育

て月間として集中的に開催し、多様な施策を広く

ＰＲすることで、「子育てするなら藤枝」のイメージ

向上を図ります。 

○民間のノウハウを活用した新たなモデル事業の

構築と推進を図ります。 

児童課 
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№ 取組 内容 担当課 

７ 

幼稚園、保育所、認定

こども園の子育て支援 

（再掲） 

○地域の子どもたちに園庭を開放します。 

○非在園児の親子登園、育児相談等を行いま

す。 

児童課 

８ 就学の援助の実施 

○経済的な理由により就学困難な世帯に対し、

学用品代や給食費等の必要な援助を行います。 

教育政策課 

９ 
託児ボランティアサーク

ルの活用 

○託児ボランティアサークルを活用し、子育て中

の親が学習会等に気軽に参加できるよう努めま

す。 

児童課 

10 

放課後子ども教室の 

充実 

○小学生を対象に、放課後及び週末にスポー

ツ・文化活動等の体験や異学年・地域住民との

交流を実施し、教室数を増やすとともに、内容の

充実を図ります。 

生涯学習課 

11 

しずおか子育て優待 

カード事業の推進 

○地域、企業、行政が一体となって、子育て家

庭を地域全体で支える機運を高めるため、協賛

店舗の拡大に努めます。 

児童課 

12 

あかちゃん駅の効果的

な情報発信と設置促進 

○乳児を持つ家庭が気兼ねなく外出できるよ

う、授乳・おむつ替えができるスペース「あ

かちゃん駅」の効果的な情報発信と設置促進

を図ります。 

児童課 

13 

多子世帯の子育て応援

事業の推進 

○多子世帯（中学生以下の子どもが３人以上

いる世帯）に対し、社会教育・体育施設の利

用料等を減免することで、多子世帯の経済的

負担の軽減を図ります。 

児童課 

14 

子育てファミリーの 

移住促進 

○市外及び市内の賃貸住宅から市内の戸建て

住宅、マンションに移住する子育て世帯に対し、

住宅の取得費用や移転費用の一部を助成し、子

育て世帯の居住について支援します。 

空き家対策室 

15 個別相談指導の充実 

○育児に対する不安を解消し、育児支援する

ための「健康相談」「食生活相談」「電話相

談」等、相談体制の充実を図ります。 

健康推進課 

16 

こども食堂の推進 

（再掲） 

○「こども食堂」実施団体に対して事業費用

を助成し、地域で子どもを支える仕組みを構

築します。 

子ども家庭課 

17 

子育てサポーター認定

制度の創設 

○アクティブシニアを中心とした子育てサポ

ーター認定制度を創設し、子育て支援の充実

を図ります。 

児童課 
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Ⅱ 子育て家庭への訪問支援 
 
 

 

・出産後間もない時期等、母子ともに不安定な時期においては、身近な者による支

援が重要となっています。 
・核家族化等により支援を求めにくい状況にあることから、育児の技術的指導、精

神的な支え等、子育て中の親に寄り添ったサポートが必要です。 
・本市では、育児サポーターが家庭を訪問し、育児相談への対応等を実施していま

す。 
・育児不安により、継続的な支援が必要な家庭については、養育支援員が家庭を訪

問し、保護者の育児不安等の軽減を図っています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・出産後の支援として、保育士が家庭を訪問し、沐浴やオムツ交換、子育てについ

ての助言等、育児のサポートを行います。 
・養育の支援が特に必要な家庭に対しては、養育支援員を派遣し、保護者の育児支

援等を行い、育児不安等の軽減を図ります。  

現状と課題 

急用時における子どもの相手や預かりについて、祖父母

からの支援が多くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

育児サポーター等による訪問事業は、保護者から「サポ

ートを受け、とても助かった」という声があります。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
育児サポーター派遣事業  

による育児支援 

○育児サポーター（保育士）が、出産後間もない

時期（概ね１年程度）の乳児をもつ家庭を訪問

し、育児相談や子育てに関する情報提供等、母

親が安心して子育てができるように育児支援を行

います。 

児童課 

２ 
養育支援訪問事業によ

る育児支援 

○妊娠期から出産後概ね１年以内で、育児不安

等により特に継続的支援を必要とする家庭に対

し、訪問による養育の支援を行い、養育者の育

児不安等の軽減を図ります。 

子ども家庭課 

３ 

乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事

業）による育児支援 

○生後４か月までの乳児をもつすべての家庭を

訪問し、子どもの発育の確認や育児に関する相

談や指導、必要なサービスの情報提供を行いま

す。 

○親子の心身の状況や養育環境等の把握や助

言、支援が必要な家庭に対しては適切な支援を

行い、母子保健における指導・育児支援をしま

す。 

健康推進課 
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Ⅲ ひとり親家庭の自立支援 
 
 

 

・離婚の増加等により、ひとり親家庭等が急増しています。 
・子どもの健全な育成を図るためには、地域のひとり親家庭等の現状に合わせた子

育ての生活支援策や就業支援策、養育費の確保策、経済的支援策等、総合的な対

策を適切に実施していくことが必要です。 
・本市では、ひとり親家庭等の生活の安定と自立のために、「児童扶養手当」や「母

子家庭等医療費」の支給による生活支援や職業訓練等の受講に対する資金的援助

を行う就労支援を実施しています。 

・育児不安や児童虐待、ＤＶ等の複雑な問題を抱えている家庭に助言・指導が行え

るよう相談事業を実施しています。 

 
 
 

 
 
 

 

・ひとり親家庭の子どもの健全な育成を図るため、ひとり親家庭に対する各種支援

策の推進を図り、自立のための経済的支援や就労支援、相談事業の充実に努めま

す。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
生活支援の促進 

（再掲） 

○ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を

助け、子どもの心身ともに健やかな成長に寄与す

るため、「児童扶養手当」を支給します。 

○ひとり親家庭等の経済的支援を目的に、「母子

家庭等医療費」として、医療を受けるのに必要な

費用の一部を助成します。 

○生活困窮者に対する住居確保給付金や家計

相談支援事業を実施します。 

子ども家庭課 

自立支援課 

  

現状と課題 

相談を受ける際は、迅速かつ丁寧な対応を心掛けてお

り、支援を必要とする家庭との関係が良好に保たれてい

ます。            【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 
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№ 取組 内容 担当課 

２ 
就労支援の促進 

（再掲） 

○就業意欲を持って特定の職業訓練等を受講

する場合に、資金的援助を行う「母子家庭等自

立支援給付金事業」を実施し、直接的に就業に

結びつくよう支援します。 

○公共職業安定所等の紹介により、ひとり親家

庭の父や母を雇用する中小企業の事業主に助

成金を交付する「高年齢者等雇用奨励金」を実

施し、ひとり親家庭の就労を雇用する側からも進

めます。 

○母子家庭等就業・自立支援センター、しずお

かジョブステーション及びハローワークとの連携に

よるひとり親への就業相談や職業紹介、講座等

を積極的に勧めます。 

子ども家庭課 

産業政策課 

自立支援課 

３ 
相談体制の充実 

（再掲） 

○子ども家庭課内にひとり親家庭の相談を専門と

する家庭児童相談員を配置し、手当等の援助制

度をはじめ養育費、就労支援等に対応します。 

○離婚の際の養育費取り決めに関する事前相談

の普及に取り組みます。 

○自立相談支援事業（自立プラン作成等）を活

用し、包括的な相談支援を実施します。 

子ども家庭課 

自立支援課 

４ 
母子生活支援施設への

措置（再掲） 

○配偶者等から身体的暴力や精神的暴力を受

けた母子家庭の自立に向けて、各制度の周知、

心のケア・サポートの実施等、きめ細やかな支援

をするため、母子生活支援施設への措置を行い

ます。 

子ども家庭課 

５ 
勤労者教育資金貸付

制度の実施 

○本市に居住する勤労者又はその子弟が大学

等に進学、または在学するために要する費用に

充てるための「勤労者教育資金貸付制度」を行

います。 

産業政策課 

６ 
就学への支援 

（再掲） 

○経済的な理由で高等学校や大学等への就学

を断念しないよう、各種助成制度の周知に努めま

す。 

○生活保護世帯の子どもの高校中退防止に取り

組みます。 

○ひとり親家庭等で小学校に入学する児童のラ

ンドセル及び学校指定用品の購入費用の助成と

入学支援金の支給を行います。 

教育政策課 

自立支援課

子ども家庭課 
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№ 取組 内容 担当課 

７ 

母子父子寡婦福祉資

金の貸付相談・受付 

（再掲） 

○県が実施する、ひとり親家庭や寡婦等を対象

にした「母子父子寡婦福祉資金」の貸付相談、受

付を行います。 

子ども家庭課 

８ 
子ども育成支援事業 

の実施（再掲） 

○生活困窮やひとり親家庭等で養育が十分でな

い子どもに対し、食事や学習等ができる居場所を

提供し、大人とのふれあいや交流を図りながら、

子どもの健全な成長と自立を支援します。 

子ども家庭課 

９ 
こども食堂の推進 

（再掲） 

○「こども食堂」実施団体に対して事業費用を助

成し、地域で子どもを支える仕組みを構築しま

す。 

子ども家庭課 
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Ⅳ 子育てネットワークづくり 
 
 

 

・質の高い子育て支援サービスを提供する上で、地域と行政の協働による子育て支

援サービスのネットワークを形成していくことが重要な課題となります。 
・児童虐待や非行・不登校・発達障害等の子どもやその家庭を支援していくために

関係機関との連携を図り、支援ネットワークの構築をしていくことが必要です。 
・本市では、親同士が情報交換できる場（家庭教育学級）を提供し、親同士の仲間

づくりを支援しています。 
・子育てサロンや地区交流センターのふれあいまつり等を通じて、子どもやその保

護者と地域の世代間交流を推進しています。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・子育て家庭に対して、保育や子育て支援サービスを効果的に提供するとともに、

サービスの質の向上を図るため、関係機関や施設のネットワークの形成を促進し

ます。 
・各種子育て支援サービスが、利用者に周知されるよう情報提供に努めます。 

 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
子育て世代の交流の場

の提供 

○親同士が情報交換できる場を提供し、仲間づ

くりを促進します。 

生涯学習課 

２ 

藤枝市要保護児童対

策地域協議会の運営及

び調整 

○「藤枝市要保護児童対策地域協議会」にて、

子どもの保健福祉に関する実務体制の充実を図

ります。 

子ども家庭課 

  

現状と課題 

「子育てコンシェルジュから自分の家庭の状況に合ったア

ドバイスを聞けて良かった」という声があります。            

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 

子育てに関するイベントが多く、地域で交流できる機会が

多いという声があります。 

【ワークショップ「すくすく子育てＣａｆｅ」意見】 
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№ 取組 内容 担当課 

３ 子育てサロンの支援 

○各地域で子育て中の親子を支えるため、親同

士、子ども同士がふれあえる場として、子育てサ

ロンの推進に努めます。 

福祉政策課 

４ 世代間交流の推進 

○生涯学習センターや各地区交流センターのふ

れあいまつり等を開催します。 

協働政策課 

５ 
非行防止活動等ネット 

ワークづくり 

○地区補導員による街頭補導の実施や、青少年

問題協議会、青少年健全育成推進会議、スクー

ルサポーターとの連携による非行防止啓発活動

の推進及び青少年相談を行います。 

生涯学習課 

６ 
子育てコンシェルジュに

よる情報発信 

○幼稚園、保育所、認定こども園、地域の子育

て支援事業等の情報提供及び相談、助言を行

います。 

児童課 

７ 
こども食堂の推進 

（再掲） 

○「こども食堂」実施団体に対して事業費用を助

成し、地域で子どもを支える仕組みを構築しま

す。 

子ども家庭課 
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Ⅴ 男女共同参画の啓発 
 
 

 

・価値観や就労観が多様化する中、家事・育児は多くの時間や労力が必要なことか

ら、女性にとって、理想的な子どもの数を持つことは難しい社会といえます。 
・父親も積極的に家事・育児に参加し、男女が協力して、子育てや家庭生活を営む

意識づくりが必要です。 
・本市では、これまでに男女共同参画行動計画のもと、藤枝市男女共同参画推進セ

ンターを開設し、市民との協働で男女共同参画推進地区推進員事業等を実施して

きました。 
・平成１９年１２月には、男女共同参画推進条例を制定し、男女共同参画に関する意

識の啓発に努めています。 
 
 
 

 
 
 

 

・市ホームページ、パンフレット等を活用し、男女共同参画についての意識の醸成

を進め、子育てに関連した講座等の開催による男女共同参画意識づくりに努めま

す。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
子育てに関する意識 

啓発の推進 

○男女共同参画による地域全体で子育てを支え

る意識の啓発を進めます。 

男女共同参画・多文化共生課 

２ 

結婚し、子どもを生み、

育てることの意義に関

する教育・広報・啓発 

○男女が協力して家庭を築くことや、子どもを生

み、育てることの意義に関する教育・広報・啓発

を行います。 

男女共同参画・多文化共生課 

３ 男女共同参画の推進 

○市内の地区ごとに「男女共同参画地区推進

員」を置き、地域社会から男女共同参画を学び、

男女共同の地域づくりを進めます。 

○男女共同参画を啓発するため、「男女共同参

画推進センター」を運営します。 

男女共同参画・多文化共生課 

  

現状と課題 

「職場に育児休暇を取りにくい雰囲気があった」と回答し

た人は約３割となっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 
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Ⅵ 児童虐待防止対策の充実 
 
 

 

・近年では、子どもの生命が奪われる等、重大な虐待事件が後を絶たず、全国の児

童相談所における虐待に関する相談件数も増加し、児童虐待は社会全体で早急に

取り組むべき重要な課題となっています。 
・児童虐待は、身体的虐待だけでなく、ネグレクト（養育放棄）や心理的虐待等の

保護者が自覚しにくいものや、周囲が発見しづらいものについても深刻化してお

り、その防止に向け「発生予防」から「早期発見・早期対応」、さらには虐待を受

けた子どもの「保護・自立支援」に至るまでの切れ目のない総合的な支援体制を

整備、充実していくことが必要です。 
・本市では、藤枝市要保護児童対策地域協議会の開催により、情報の共有及び問題

解決に取り組んでいます。 
・適切な相談対応、支援を実施するため、職員が積極的に研修会等へ参加し、ケー

スワークや相談対応がより迅速かつ的確にできるよう支援体制の充実を図って

います。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・児童虐待を防止し、すべての子どもが健全に成長していくために、早期発見から

アフターケアに至るまでの切れ目のない総合的な支援を実施します。 
・地域における関係機関との協力体制の構築、身近な地域における虐待防止のネッ

トワーク体制の整備等、個々のケースの解決につながるような対策を推進します。 
・児童虐待や発達障害等、様々な要素が複雑に絡んで発生する子どもや家庭の問題

が増加していることから、それらの問題に対応するための子ども家庭総合支援拠

点を設置し、要保護児童対策地域協議会の調整機関として支援を実施します。 
  

現状と課題 

相談員のスキルアップにより、全体の相談支援対応力の

向上につながっています。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 

相談事業では「自分の思いを吐き出す場所があってよか

った」という声があります。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
子ども家庭総合支援拠

点事業の実施 

○子ども家庭支援全般に係る業務（実情の把

握、情報の提供、相談等への対応、総合調整）

を行います。 

○要支援及び要保護児童等への支援業務（危

機判断とその対応、調査、アセスメント、支援計

画の作成等、児童相談所の指導措置受託指導）

を行います。 

○関係機関との連絡調整（要保護児童対策地

域協議会調整機関を兼務し、支援の一体性・連

続性を確保し、児童相談所との円滑な連携・協

働体制を促進）を行います。 

○その他の必要な支援（一時保護又は措置解除

後の在宅生活の継続支援等）を行います。 

○保護者や大人が子どもの権利に対する理解を

深めるため、家庭、学校、地域において子どもの

人権について広く意識啓発に努めます。 

子ども家庭課 

２ 
要保護児童対策地域

協議会の運営及び調整 

○要保護児童やＤＶ被害の防止及び早期発見と

早期対応、並びに支援するために協議会や実務

者会議、研修会を開催します。 

○人材育成に関する研修会等への参加・企画・

開催をします。 

子ども家庭課 

３ 
養育支援訪問事業によ

る育児支援（再掲） 

○妊娠期から出産後概ね１年以内で、育児不安

等により特に継続的支援を必要とする家庭に対

し、訪問による養育の支援を行い、養育者の育

児不安等の軽減を図ります。 

子ども家庭課 

４ 
子育て短期支援事業の

実施 

○児童養護施設等、保護を適切に行うことがで

きる施設において一定期間、養育または保護を

行います。 

子ども家庭課 
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№ 取組 内容 担当課 

５ 
子ども育成支援事業の

実施（再掲） 

○生活困窮やひとり親家庭等で養育が十分でな

い子どもに対し、食事や学習等ができる居場所を

提供し、大人とのふれあいや交流を図りながら、

子どもの健全な成長と自立を支援します。 

子ども家庭課 

６ 

産婦・乳幼児健康診査

等における育児支援体

制の充実 

○産後２週間と産後１か月の出産後間もない時

期の産婦に対し、医療機関等で産婦健康診査を

行います。 

○生後４か月までの乳児に対する全戸訪問によ

り、母親の産後うつ病スクリーニングを行います。 

○「６か月児すこやか相談」「１歳６か月児健康診

査」「３歳児健康診査」の面接の場を活用します。 

○育児不安や育児困難感のある親に対し、教室

や訪問等で継続的に支援します。 

健康推進課 
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Ⅶ 次代の親の育成 
 
 

 

・少子化の進行や地域社会へのつながりの希薄化等により、年齢の低い兄弟姉妹の

世話や近所の子どもとの遊び、乳幼児とのふれあいの機会が少なくなっています。 
・乳幼児とふれあったり、子どもの世話をしたりする機会のないまま親になる人が

増加しています。 
・若者が自立して家庭を持てるよう、若者に対して子育てに伴う喜びが実感される

ような意識啓発を積極的に行う必要があります。 
・本市では、父親の家事、育児参加支援を目的とした「ふじえだイクメン講座」の

実施や、多様な媒体を活用した情報発信を積極的に行っています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・子どもを生み、育てることの意義に関する教育や広報・啓発を推進するとともに、

家庭を築き、子どもを生み、育てたいと思う男女が、その希望を実現することが

できるよう、地域社会の環境整備を推進します。 
・次代の親となる中・高校生が、子どもを生み、育てることの意義や、子どもや家

庭の大切さを理解できるようにするため、様々なふれあい体験学習等の機会の提

供に努めます。 
 
 
  

現状と課題 

子育てガイドブックや子育てアプリ等の認知度は高くなっ

ています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

「ふじえだイクメン養成講座」参加者からは、「子育てに対

する知識や理解を深める良い機会となった」という声があ

ります。             【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 

結婚し、子どもを生み、

育てることの意義に関

する教育・広報・啓発 

（再掲） 

○男女が協力して家庭を築くことや、子どもを生

み、育てることの意義に関する教育・広報・啓発

を行います。 

男女共同参画・多文化共生課 

２ 
男女共同参画の推進 

（再掲） 

○市内の地区ごとに「男女共同参画地区推進

員」を置き、地域社会から男女共同参画を学び、

男女共同の地域づくりを進めます。 

○男女共同参画を啓発するため、「男女共同参

画推進センター」を運営します。 

男女共同参画・多文化共生課 

３ 
乳幼児とのふれあい体

験学習等の推進 

○保育実習や職場体験による中・高校生の保育

体験を推進します。 

○小・中学生を対象に、学校等と連携し、子育て

について理解を深める講座や、父親の家庭教育

を考える集いを開催します。 

教育政策課 

４ 
家庭教育に関する講座

の推進 

○市内全小学校において、学習会（子育て講

話、親子体験、読書講座等）や学級長会を開催

します。 

生涯学習課 
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３．子育てと仕事の両立支援 

 

Ⅰ 乳幼児期の保育の量的充実 
 
 

 

・乳幼児期の保育定員の拡大にあたっては、保護者の多様な生活実態及び意向を十

分に踏まえて、その提供体制を整備し、地域の実情に応じた取組を行うことが必

要です。 
・家庭における経済的な理由をはじめ、企業における人材不足や、女性活躍の推進

といった背景により、働きながら子育てをする家庭が増えています。 
・本市では、幼稚園の認定こども園化や地域型保育事業所の新設等に取り組み、保

育定員の拡大が図れたことで、平成３０・３１年のそれぞれ４月１日時点における

待機児童は０人となっています。 
・依然として、保育所需要は高まりをみせており、受け皿の確保が必要となってい

ます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

・子どもの健やかな成長に寄与していくことはもちろん、保護者のニーズを十分に

踏まえて、保育の定員の拡大を計画的に行います。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 待機児童ゼロの推進 

○保育の量の見込みに対する確保方策として、

幼稚園の認定こども園化等に取り組み、保育定

員の拡大に努めます。 

児童課 

 

 

  

現状と課題 

フルタイムで就労している（産休等を含む）母親の割合は

３１.１％で、５年前より高くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

希望する教育・保育施設は「認定こども園」や「認可保育

所」、「私立幼稚園」が多くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 
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№ 取組 内容 担当課 

２ 保育士の確保 

○保育士の処遇改善を図りながら、国や県、近

隣の大学等と連携し、保育士の確保に努めま

す。 

○保育士・幼稚園教諭専門の『人財バンク「ｅｎｊｏ

ｂふじえだ」』の事業を推進し、保育士等の人材の

確保に努め、保育所等への就労につなげます。 

○保育士等の資格を持たない保育補助者を雇

用する保育所等に対し支援し定職につなげます。 

○「保育士・幼稚園教諭の働きやすい職場づくり

のための手引書」を活用し、保育士等の働く環境

の向上を図ります。 

児童課 

３ 
私立幼稚園２歳児保育

の推進 

○２歳からの保育ニーズに対応するため、私立

幼稚園での２歳児保育を推進し、必要な財政支

援を行います。 

児童課 

４ 企業主導型保育の推進 

○企業が自主的に取り組む保育所設置事業に

対して、開設を支援します。 

児童課 

５ 

保育施設の情報発信強

化と安定した運営への

支援 

○必要な改修費等を支援するとともに、施設の

情報発信に努めます。 

児童課 
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Ⅱ 放課後の子どもの居場所づくり 
 
 

 

・女性の社会進出の増加に伴い、放課後に小学生だけで過ごす家庭が増えているた

め、安全な居場所づくりが求められています。 
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）では、小学校の放課後や土曜日に

加え、夏休み、冬休みといった長期休業期間に、保護者が就労等の理由で昼間家

庭にいない児童の健やかな成長を図るため、小学校敷地内に家庭に代わる生活の

場を提供しています。 
・第１期計画では待機児童の解消に向けて、市内４校で放課後児童クラブの専用施

設５施設を整備しました。 
・その他、待機児童が見込まれる場合には、小学校の余裕教室等を活用し、定員の

拡大を図りました。 
・近年、放課後児童クラブの需要は増加しており、さらなる受け皿の拡大が必要と

なっています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

・放課後児童クラブについては、保護者のニーズを的確に捉え、利用希望を満たす

ことができるよう、小学校の余裕教室等の活用を図るとともに、専用施設の整備

を進めます。 
・運営面では、多様化する保育需要に対応できるよう、指導員の確保と定着を図り、

関係機関との連携強化や民間派遣事業者の活用等により、適正な指導員を配置す

るとともに、保育の質の向上に努めます。 
・併せて、民間活力による子どもの居場所づくりを進めます。 

 
  

現状と課題 

定員を拡大したため、小学校６年生までの児童を受け入

れることができています。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 

放課後児童クラブの利用を希望する保護者は５年前より

も高くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
小学校余裕教室等の 

活用 

○教育委員会等と定期的に情報交換を行い、小

学校余裕教室等を活用します。 

児童課 

２ 専用施設整備の推進 

○小学校の余裕教室等が確保できない場合に

は、小学校敷地内や既存の社会資源を有効活

用して、子どもが生活しやすい専用施設を計画的

に整備します。 

児童課 

３ 民間活力の活用 

〇民間企業の参入を促し、利用ニーズに対応し

た受け皿の確保に努めます。 

児童課 

４ 規模の適正化 

○利用者が多い放課後児童クラブにおいて、支

援の単位を分割する等、規模と指導員配置の適

正化を図ります。 

児童課 

５ 
指導員の確保と質の 

向上 

○事業の受託者等と連携し、指導員の確保と定

着化に努めます。 

○専門的な研修によって知識や技能を身につけ

る等、指導員全体の資質向上に努めます。 

児童課 

６ 
地域子育てサポーター

の活用 

○放課後児童クラブの活動を補助する地域子育

てサポーターを積極的に活用します。 

○食農・自然体験等、地域ごとに特色ある活動

を進めます。 

児童課 

７ 
放課後子ども教室の充

実（再掲） 

○小学生を対象に、放課後及び週末にスポー

ツ・文化活動等の体験や異学年・地域住民との

交流を実施し、教室数を増やすとともに内容の充

実を図ります。 

生涯学習課 

８ 
子ども育成支援事業の

実施（再掲） 

○生活困窮やひとり親家庭等で養育が十分でな

い子どもに対し、食事や学習等ができる居場所を

提供し、大人とのふれあいや交流を図りながら、

子どもの健全な成長と自立を支援します。 

子ども家庭課 
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Ⅲ 保育所での一時預かりや病児・病後児保育の充実 
 
 

 

・保育所における一時預かり事業は、需要が高いことから、利用希望のある児童の

すべてを受け入れることは難しい状況です。 
・一時預かり事業は、保育所は高い保育需要によって満員状態であることから、保

護者の要請をすべて受け入れることは難しい状況です。 
・病児・病後児保育については、令和２年３月末時点で、病児保育は２箇所、病後

児保育は１箇所で実施しています。 
・一時預かり事業、病児・病後児保育ともに、新規の受け入れ先の確保に努め、必

要な受け入れ人数の確保ができています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

・子育てと仕事の両立を支援するためには、保育所や放課後児童クラブの充実だけ

でなく、一時預かりや病児・病後児保育の充実は欠かせない施策であることから、

保育所等の関係施設に実施の働きかけを行います。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
一時預かりの受け入れ

態勢の充実 

○一時預かりを行う部屋やスペースの確保を関

係施設に働きかけます。 

児童課 

２ 
病児・病後児保育事業

の推進 

○保育所や医療機関等と連携し、病児・病後児

保育事業を推進します。 

○必要な子どもが確実に利用できるよう施設の

PRに努めます。 

児童課 

  

現状と課題 

一時預かり事業を利用する理由については、「冠婚葬祭

や学校行事」が多くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

本市の病児・病後児保育事業の認知度は約８割で、重

要度も高くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 
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Ⅳ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた働き方の見直し 
 
 

 

・仕事を持つ多くの保護者が仕事中心の生活により、家庭で子どもと一緒に過ごす

時間が少なくなっていることがあげられます。 
・子育てだけでなく親の介護等にも携わる中で、誰もが安心して働き続けることが

でき、多様な働き方を選べる「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」

の実現に向け、企業や地域に対して働き方の見直しや意識改革を主体的に働きか

けていくことが必要です。 
・本市では、男女共同参画推進事業所を設け、広報ふじえだや各種情報誌を通して、

認定事業所の取組を紹介しています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

・職業生活と家庭生活のバランスがとれ、多様な働き方を選択できるよう、男女共

同参画の取組を通じて、子育て意識の向上を図ります。 
・職場優先の意識や固定的な性別役割分担にとらわれず、男女がともに子育てでき

るよう、事業主や就業者に対する意識啓発及び環境づくりを推進します。 
  

現状と課題 

育児休暇を取得する母親は、約３割となっており、５年前

よりも高くなっています。 

【子ども・子育て支援事業計画に係るニーズ調査より】 

施策の方向性 

多様な媒体での情報発信を実施している結果、企業の

意識高揚と就業環境づくりの推進につながっています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 

ワーク・ライフ・バランス

を実現している企業へ

の社会的な評価の促進 

○男女共同参画や女性活躍・働き方改革の推

進に積極的な市内事業所を募集し、認定を行い

ます。 

○認定事業所の取組を広く紹介して、企業の意

識高揚と就業環境づくりを進めます。 

男女共同参画・多文化共生課 

２ 
多様な働き方の広報・

啓発の充実 

○事業主を対象に、多様な働き方や働き方改革

に関する啓発事業を行います。 

男女共同参画・多文化共生課 

３ 
「育児・介護休業法」制

度の企業への啓発 

○労働者の仕事と育児や介護を両立できるよう

に支援する法律「育児・介護休業法」の活用を積

極的に周知・啓発します。 

産業政策課 

４ 
女性の起業・創業 

の支援 

○関係機関等との連携による女性の起業・創業

を支援するとともに、多様な働き方の推進にもつ

なげていきます。 

創業支援室 

 

 

 

 

 

 

 

  



46 
 

４．子どもと母親の健康の確保 

 

Ⅰ 安心して子どもを生み、育てられる環境づくり 
 
 

 

・少子化が進む中、近年、ストレス等を抱える妊婦や就労している妊婦が増加傾向

にあります。 
・母体や胎児の健康確保のため、妊婦健康診査を受ける重要性や必要性が高く、健

診を受けやすい環境も必要となっています。 
・本市では、母子健康手帳交付時に妊婦健診票の交付及び専従の保健師を配置し、

きめ細やかな支援を行っています。 
・不妊治療費に加え、不育症治療費についても、経済的な負担の軽減を実施してお

り、安全・安心な出産に向けた体制強化を図っています。 
・若年の妊婦、育児ストレス、産後うつ等により、子育てに対して強い不安や孤立

感等を抱える家庭に対し養育支援訪問を行い、養育の不安感や負担感の軽減を図

ります。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

・引き続き、妊娠期から出産期を通じて母子の健康が確保され、経済的な負担を軽

減し、安全・安心な出産ができるよう健康診査の充実と事後支援体制を整備しま

す。 
・妊娠・出産の不安や悩みについては、仲間との交流の場を提供し、支援に努めま

す。 
  

現状と課題 

保健師をはじめとして、各施設の職員の対応がよく、保護

者もそれを実感しているという声があります。 

【ワークショップ「すくすく子育てＣａｆｅ」意見】 

施策の方向性 

妊産婦に関する情報を共有し、関係機関と連携した支援

を実施できています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
妊婦に対する出産準備

教育や相談の場の提供 

○妊婦に対する保健指導・相談の場の提供と事

後支援体制の充実を図ります。 

○「パパママ教室」にて出産準備、育児知識の教

育、父性意識の向上や妊婦同士の交流の場を

提供し、仲間づくりを支援します。 

健康推進課 

２ 
妊娠中の健康診査の 

推進 

○妊娠中の健康診査費用について、経済的な負

担を軽減するために公費負担で行います。 

健康推進課 

３ 
妊娠期から産後の切れ

目ない支援の充実 

○専従の保健師が妊娠届出時から妊婦に対す

る相談を実施します。 

○安全・安心な出産を迎えられるよう関係機関と

の連携による支援の充実を図ります。 

健康推進課 

４ 
不妊・不育症治療の 

支援体制の整備 

○医療保険が適用されない一般不妊治療費・特

定不妊治療費（男性不妊治療含む）及び不育症

の治療を受けた夫婦に対し、費用の一部を助成

します。 

健康推進課 

５ 産後の支援体制の充実 

○産婦健診で心身のケアや育児サポートの必要

な産婦を把握し、安心して子育てができるよう産

後ケア事業の実施により、産後の子育て支援の

体制の充実を図ります。 

健康推進課 

６ 
養育支援訪問事業によ

る育児支援（再掲） 

○妊娠期から出産後概ね１年以内で、育児不安

等により特に継続的支援を必要とする家庭に対

し、訪問による養育の支援を行い、養育者の育

児不安等の軽減を図ります。 

子ども家庭課 
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Ⅱ 基本的生活習慣づくり 
 
 

 

・幼児期、学童期では毎日朝食を食べる割合は高いものの、年齢が上がるにつれて

朝食の欠食率が増加傾向にあることや就寝時間が遅くなっている等、生活リズム

の乱れもあり、規則正しい食習慣・生活習慣づくりが必要です。 
・外遊びをする子どもが減少しており、幼児期からテレビ等の視聴時間が長く、学

齢期になるとゲーム・インターネット等のメディアの影響を受けやすい傾向があ

るなど、健康な心と体を育てる環境を整えることが必要です。 
・本市は、食に関する学習機会や情報提供の推進等、親と子がともに健康に豊かな

生活を営むために必要な事業を実施しています。 
・子どもの健やかな成長のための体づくりとして、本市独自の体づくりプログラム

の積極的な活用を推進しています。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・乳児期からの早寝早起きの生活リズムを確立するとともに、メディア対策等を通

じて、乳幼児期からの基本的な生活習慣をつくり、思春期までのライフサイクル

に応じた学習機会や情報提供を充実します。 
・親子ともに心身が健康で豊かな生活を営むために、家庭や地域、幼稚園、保育所、

認定こども園、学校、職場等あらゆる場において、学習・体験活動を通じ、食の

知識や食の大切さへの理解を深めるための「食育」を推進します。 
 
  

現状と課題 

「楽しみながら食について学ぶことができた」という声もあ

り、食に対する意識を高めることができています。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 

キッズサッカーの普及促進のために実施している大会等

への参加者は年々増加しており、健やかな体づくりにつな

がっています。 

【個別事業の進捗評価より】 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
食に関する学習機会や

情報提供の推進 

○「食生活相談」「パパママ教室」「離乳食教室」

「出前講座」等、市民を対象とした食に関する学

習機会や情報提供の充実を図ります。 

○乳幼児健診の機会をとらえ、集団及び必要に

応じて個別に指導を行います。 

健康推進課 

２ 
食事づくり等の体験活

動の推進 

○藤枝市健康づくり食生活推進協議会による「親

子料理教室」や、管理栄養士による「食育講座」

を行います。 

健康推進課 

３ 
地産地消を基にした食

育の推進 

○学校給食食材への地場産品の活用を図りま

す。 

○親子料理教室では、地域の食材を積極的に

取り入れることに努めます。 

学校給食課 

４ 

食物アレルギーをもつ

児童・生徒への給食情

報の提供 

○児童・生徒に対してアレルギー調査を行いま

す。 

○給食で使用する食材の食品成分等の情報を

提供します。 

学校給食課 

５ 
食物アレルギーに 

関する知識の向上 

○保育所や放課後児童クラブ等で食事の提供に

係る職員に対して、食物アレルギーに関する知識

向上のための情報提供や研修会を開催します。 

児童課 

６ 
体力づくりの視点に 

立った指導 

○体力、運動能力調査の結果を踏まえ、各校に

おいて児童・生徒のバランスのとれた体力づくりの

視点に立った指導を進めます。 

教育政策課 

７ 
認定こども園等の園庭

芝生化の促進 

○認定こども園等の園庭の芝生化を促進しま

す。 

児童課 

８ 
子育て世代向けの運

動・健康イベントの開催 

〇子どもの運動・遊びの機会の充実を図り、体づ

くりの大切さを親子で学ぶことを目的に、子育て

世代をメインとした「子ども体づくりフェスタ」を開催

します。 

スポーツ振興課 

９ メディアモラルの推進 

○子育て世代に対し、スマートフォンを安全かつ

安心に利用してもらうためのメディアモラルを推進

します。 

生涯学習課 
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Ⅲ 母子保健サービスの充実 
 
 

 

・核家族化や地域のつながりの希薄化に伴い、子育てに不安を感じる親や育てにく

さを感じる親も増え、育児支援の要望も増加しています。 
・子どもが健やかに育つためには、就学までの間、健康に関する一貫した支援体制

が必要です。 
・本市は、乳幼児全戸訪問や乳幼児健診等を実施するとともに、保護者への相談指

導や情報提供等を推進しています。 
 
 
 

 
 
 

 

・多様なケースに対応できるよう、スタッフの充実と資質向上に努め、各種健康診

査・健康相談事業の体制の見直しと内容のさらなる充実を図ります。 
・基本的な生活習慣、発達に応じた遊びや運動、不慮の事故予防の啓発については

保健指導の充実を図るとともに、各種保健サービスの情報提供に努めます。 
 

具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 

乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん事

業）による育児支援 

（再掲） 

○生後４か月までの乳児をもつすべての家庭を

訪問し、子どもの発育の確認や育児に関する相

談や指導、必要なサービスの情報提供を行いま

す。 

○親子の心身の状況や養育環境等の把握や助

言、支援が必要な家庭に対しては適切な支援を

行い、母子保健における指導・育児支援をしま

す。 

健康推進課 

２ 
乳児健康診査・相談の

充実 

○委託医療機関による「新生児聴覚検査」「４か

月・１０か月児健康診査」の推奨と事後支援に努

めます。 

○「６か月児すこやか相談」にて発育・運動発達

の確認、生活・栄養指導、育児相談体制の充実

を図ります。 

健康推進課 

現状と課題 

「育児や子どもの食事、母親自身の体調について相談で

きてよかった」という声があります。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 
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№ 取組 内容 担当課 

３ 幼児健康診査の充実 

○「１歳６か月児健康診査」「３歳児健康診査」に

て、心身の発育への支援、疾病の早期発見、治

療、療育支援につなげ、生活習慣の自立、むし

歯の予防、栄養、育児相談体制の充実を図りま

す。 

○未受診者に対しては訪問指導等で発達や育

児状況を確認し、必要に応じて継続支援につな

げます。 

健康推進課 

４ 事故予防等の啓発 

○「６か月児すこやか相談」の場を活用し、誤飲、

転落・転倒、やけど等の子どもの事故予防につい

て啓発します。 

健康推進課 

５ 相談指導体制の充実 

○育児や発達の相談をした際、保健師が支援す

る「健康相談」、運動発達面で気になる子どもとそ

の保護者に対して理学療法士等が行う「運動発

達相談」、管理栄養士による食生活に関する「食

生活相談」といった相談体制の充実を図ります。 

健康推進課 

６ 
予防接種に関する助言

や情報提供の推進 

○疾病の発生予防及び蔓延防止を目的に、予

防接種に関する情報提供と、子どもの体質や体

調等に合わせて適切な時期に接種することを勧

奨します。 

健康推進課 
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Ⅳ 小児医療の充実 
 
 

 

・子どもが心身ともに健やかに成長していくためには、保健・医療の両面から支援

できる体制が整っていることが必要です。 
・子どもの病気や事故等は、急激な体調の変化から命にかかわることも少なくない

ため、夜間及び休日であっても適切な診療が受けられるよう体制を整備すること

が必要です。 
・本市では、１８歳までの子どもを対象に「こども医療費助成事業」を実施し、保護

者の経済的負担の軽減を図っています。 
 
 
 

 
 
 

 

・小児救急医療については、近隣市や関係機関との連携を図り、いつでも安心して

質の高い医療を提供できるよう、小児医療体制の一層の充実に努めます。 
  

現状と課題 

小児医療救急電話（♯８０００）等の啓発を実施し、電話

で相談できる安心感を醸成しています。 

【個別事業の進捗評価より】 

施策の方向性 
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具体的な取組 

 

№ 取組 内容 担当課 

１ 
小児医療に係る 

関係機関との連携 

○子どもがいつでも適切な医療が受けられるよう

に小児救急医療電話（＃８０００）等の啓発を行う

とともに、志太・榛原地域救急医療センターや休

日当番医制度により、地域の初期救急医療体制

の維持に努めます。 

○志太榛原医療圏の自治体と４医師会、公立病

院等の連携を推進し、安定した医療体制を進め

ます。 

健康企画課 

２ 
小児医療受診に対する

経済的支援（再掲） 

○１８歳までの子どもを対象に、疾病の慢性化の

予防と保護者の経済的負担の軽減を図るため、

「こども医療費助成事業」を行います。 

○「育成医療給付」により、身体に障害のある１８

歳未満の児童を対象に必要な医療給付を行い、

経済的負担の軽減を図ります。 

子ども家庭課 

自立支援課 

３ 
未熟児養育医療におけ

る経済的負担の軽減 

○未熟児の健康の保持及び増進を図ることを目

的として、医師が入院を必要と認めたものに対

し、「未熟児養育医療給付」を行います。 

子ども家庭課 
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第４章 重点事業５か年計画 
 

１．幼児教育・保育環境の向上 

 
待機児童ゼロの維持に向けて、施設整備等による保育の受け皿の拡大に努めるとと

もに、そこで働く保育士等の人材確保や働きやすい職場づくりを推進し、保育環境に

おける「量」と「質」の向上を図ります。 

 

《施設整備による「量」の確保》 

 

１ 認定区分と概要 
 
■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号認定 

３－５歳、幼児期の学校教育(以下「学

校教育」という)のみ 

幼稚園、認定こども園 

２号認定 ３－５歳、保育の必要性あり 保育所、認定こども園 

３号認定 ０－２歳、保育の必要性あり 保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 
■認定別子どもが利用できる施設 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

対象となる子ども 

３歳以上 ３歳以上 ３歳未満 

制限なし 

保育の必要性が

あり、教育を受け

させたい 

保育の必要性が

ある 

保育の必要性が

ある 

利
用

可
能

施
設

 

認定こども園 ○ ○ ○ ○ 

幼稚園 ○ ○   

保育所   ○ ○ 

地域型保育事業    ○ 
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２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の区域 
本市における、教育・保育事業、放課後児童健全育成事業の提供区域は、第１期

計画に引き続き、行政区を基本に４区域として定めます。地域子ども・子育て支援

事業については、全市で１地区と設定し、できる限り保護者の希望どおりの保育サ

ービスが利用できるように努めます。 
 
■提供区域概要 

事業区分 提供区域 

教
育

・
保

育

事
業

 

１号認定（３～５歳：幼稚園） 

４区域 

①藤枝市北東部…葉梨、広幡、岡部 

②藤枝市中部…藤枝、西益津、瀬戸谷、稲葉 

③藤枝市青島…青島 

④藤枝市南部…高洲、大洲 

２号認定（３～５歳：保育所） 

３号認定（０～２歳：保育所） 

地
域

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

 

放課後児童健全育成事業 

利用者支援に関する事業 市内全域 

地域子育て支援拠点事業 市内全域 

妊婦に対して健康診査を実施する事業 市内全域 

乳児家庭全戸訪問事業 市内全域 

養育支援訪問事業 市内全域 

育児サポーター派遣事業 市内全域 

子育て短期支援事業 市内全域 

子育て援助活動支援事業 市内全域 

幼稚園型一時預かり事業 市内全域 

保育所型一時預かり事業 市内全域 

時間外保育事業（延長保育事業） 市内全域 

病児・病後児保育事業 市内全域 

私立幼稚園２歳児保育推進事業 市内全域 

実費徴収に係る補足給付事業 市内全域 

“子育てするなら藤枝”推進プロジェクト事業 市内全域 
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３ 量の見込みと確保方策 
幼児教育・保育施設の整備計画については、待機児童ゼロの維持に向け、ニーズ

調査結果等から算出した量の見込みに対して、必要とする定員の確保を図ります。 
 

全市 

 
（単位：人） 

 令和２年 令和３年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

量の見込み 1,419 1,029 745 284 1,381 998 747 279 

確
保

策
 

特定教育 

保育施設 

1,118 1,330 644 183 1,214 1,390 668 189 

幼稚園 2,510 - - - 2,320 - - - 

地域型保育施設 - - 378 92 - - 378 92 

合計 3,628 1,330 1,022 275 3,534 1,390 1,046 281 

保育利用率 - 29.6% 36.3% 28.4% - 29.5% 36.3% 28.4% 

 

 

    

 

 

 

提供区域別 

 
■北東部                                                     （単位：人） 
 令和２年 令和３年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

量の見込み 341 322 136 91 327 307 142 90 

確
保

策
 

特定教育 

保育施設 

196 390 178 48 292 450 202 54 

幼稚園 400 - - - 210 - - - 

地域型保育施設 - - 75 12 - - 75 12 

合計 596 390 253 60 502 450 277 66 

保育利用率 - 35.9% 28.8% 38.1% - 35.8% 28.9% 38.1% 

令和２年度当初 

・幼稚園    １２園 

・認可保育所  １６園 

・認定こども園  ９園 

・地域型保育  ３２か所 

令和３年度当初 

・幼稚園    １１園 

・認可保育所  １６園 

・認定こども園 １０園 

・地域型保育  ３２か所 
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（単位：人） 

令和４年 令和５年 令和６年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

1,298 948 752 264 1,277 940 740 254 1,280 940 725 238 

1,390 1,534 716 201 1,390 1,534 716 201 1,390 1,534 716 201 

1,720 - - - 1,720 - - - 1,720 - - - 

- - 378 92 - - 378 92 - - 378 92 

3,110 1,534 1,094 293 3,110 1,534 1,094 293 3,110 1,534 1,094 293 

- 29.5% 36.2% 27.3% - 29.5% 36.3% 26.8% - 29.6% 36.1% 25.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 
（単位：人） 

令和４年 令和５年 令和６年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

302 283 145 80 295 276 143 75 302 282 139 66 

292 450 202 54 292 450 202 54 292 450 202 54 

210 - - - 210 - - - 210 - - - 

- - 75 12 - - 75 12 - - 75 12 

502 450 277 66 502 450 277 66 502 450 277 66 

- 35.8% 28.9% 34.5% - 35.8% 28.9% 33.0% - 35.8% 28.7% 29.7% 

令和４年度当初 

・幼稚園     ９園 

・認可保育所  １６園 

・認定こども園 １２園 

・地域型保育  ３２か所 

令和５年度当初 

・幼稚園     ９園 

・認可保育所  １６園 

・認定こども園 １２園 

・地域型保育  ３２か所 

令和６年度当初 

・幼稚園     ９園 

・認可保育所  １６園 

・認定こども園 １２園 

・地域型保育  ３２か所 
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■中部                                                      （単位：人） 
 令和２年 令和３年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

量の見込み 269 182 157 29 262 177 158 28 

確
保

策
 

特定教育 

保育施設 

92 207 114 36 92 207 114 36 

幼稚園 1,150 - - - 1,150 - - - 

地域型保育施設 - - 58 19 - - 58 19 

合計 1,242 207 172 55 1,242 207 172 55 

保育利用率 - 24.3% 40.1% 15.8% - 24.4% 40.2% 15.7% 

 

■青島                                                      （単位：人） 
 令和２年 令和３年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

量の見込み 456 311 265 86 446 304 264 85 

確
保

策
 

特定教育 

保育施設 

689 471 218 63 689 471 218 63 

幼稚園 360 - - - 360 - - - 

地域型保育施設 - - 167 44 - - 167 44 

合計 1,049 471 385 107 1,049 471 385 107 

保育利用率 - 30.6% 40.0% 26.5% - 30.6% 39.9% 26.6% 

 

■南部                                                      （単位：人） 
 令和２年 令和３年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

量の見込み 353 214 187 78 346 210 183 76 

確
保

策
 

特定教育 

保育施設 

141 262 134 36 141 262 134 36 

幼稚園 600 - - - 600 - - - 

地域型保育施設 - - 78 17 - - 78 17 

合計 741 262 212 53 741 262 212 53 

保育利用率 - 26.2% 35.4% 30.4% - 26.2% 35.3% 30.0% 
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（単位：人） 

令和４年 令和５年 令和６年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

242 163 158 28 230 155 154 27 229 154 150 26 

92 207 114 36 92 207 114 36 92 207 114 36 

1,150 - - - 1,150 - - - 1,150 - - - 

- - 58 19 - - 58 19 - - 58 19 

1,242 207 172 55 1,242 207 172 55 1,242 207 172 55 

- 24.3% 40.0% 16.2% - 24.3% 40.2% 16.1% - 24.3% 40.3% 16.5% 

 

（単位：人） 

令和４年 令和５年 令和６年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

438 299 264 83 438 299 260 82 437 298 256 81 

689 471 218 63 689 471 218 63 689 471 218 63 

360 - - - 360 - - - 360 - - - 

- - 167 44 - - 167 44 - - 167 44 

1,049 471 385 107 1,049 471 385 107 1,049 471 385 107 

- 30.6% 40.6% 26.3% - 30.6% 39.9% 26.4% - 30.6%    39.9% 26.5% 

 

（単位：人） 

令和４年 令和５年 令和６年 

１号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 １号 

認定 

２号 

認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 

316 203 185 73 314 210 183 70 312 206 180 65 

317 406 182 48 317 406 182 48 317 406 182 48 

0 - - - 0 - - - 0 - - - 

- - 78 17 - - 78 17 - - 78 17 

317 406 260 65 317 406 260 65 317 406 260 65 

- 26.2% 35.2% 29.2% - 26.2% 35.3% 28.4% - 26.1% 35.2% 27.1% 
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４ 認定こども園の推進方針 

本市では、保護者の就労状況にかかわらず、そのニーズや選択に応じた多様で総

合的な子育て支援を進めることを目指し、これまでも既存施設の認定こども園への

移行を推進してきました。 
今後も、本市の状況を踏まえながら、認定こども園の整備を行っていきます。 
なお、既存施設からの移行については、職員配置や施設・設備要件に関する課題

も想定されることから、事業者の意向や施設の状況等を十分に踏まえながら、認定

こども園への移行を進めるものとします。 
 

《人材確保と保育の「質」の向上》 

１ 保育士・幼稚園教諭の人材確保と働きやすい職場づくりの推進 

藤枝市保育協会等と連携し、保育士・幼稚園教諭専門の『人財バンク「ｅｎｊｏ

ｂふじえだ」』を推進し、マッチング支援等を行うことで、保育士等の人材確保に努

めるとともに、保育補助者を雇用する保育所等に必要な財政支援を行い定職につな

げていきます。 
また、保育所等と連携し、平成３０年度に作成した「保育士・幼稚園教諭の働きや

すい職場づくりのための手引書」の活用や就職相談会、セミナー開催等により、保

育士や幼稚園教諭にとって働きやすい職場づくりを推進します。 
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２．放課後児童の居場所づくり 

 

「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、待機児童の解消を目指し、放課後児童

クラブの専用施設の計画的な施設整備と学校の余裕教室等の活用、並びに放課後子ど

も教室の充実により、全ての児童が放課後を安全・安心に過ごすことができるよう、

質・量共に放課後児童の健全な居場所づくりを進めます。 

 

《施設整備による「量」の確保》 

 

１ 放課後児童クラブの整備 
関係機関との連携や民間活力の参入促進により、児童が基本的な生活習慣や、

異年齢の仲間との交流を通じた社会性の習得、発育段階に応じた遊び等ができる

生活の場、遊びの場の確保に努めます。 
 

全市 

 
（単位：人） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 

1 年生 469 446 478 462 469 

２年生 410 435 415 446 428 

３年生 337 345 366 351 378 

４年生 186 193 203 211 202 

５年生 83 78 84 89 90 

６年生 30 32 33 31 38 

合計 1,515 1,529 1,579 1,590 1,605 

確保方策 1,398 1,531 1,629 1,633 1,646 
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提供区域別 

 
■放課後児童健全育成事業（北東部）                                   （単位：人） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 

1 年生 118 109 122 110 101 

２年生 105 115 108 119 108 

３年生 75 89 97 92 101 

４年生 50 39 49 52 51 

５年生 17 20 17 23 23 

６年生 7 9 11 9 13 

合計 372 381 404 405 397 

確保方策 320 370 411 411 411 

 
■放課後児童健全育成事業（中部）                                    （単位：人） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 

1 年生 104 92 103 111 95 

２年生 80 96 84 96 101 

３年生 75 67 82 71 82 

４年生 36 41 38 47 41 

５年生 13 12 14 12 15 

６年生 3 2 3 2 3 

合計 311 310 324 339 337 

確保方策 357 357 357 357 357 

 
■放課後児童健全育成事業（青島）                                    （単位：人） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 

1 年生 145 141 146 149 158 

２年生 142 129 126 131 134 

３年生 100 119 107 106 110 

４年生 69 69 83 73 72 

５年生 37 33 33 40 35 

６年生 16 19 17 17 20 

合計 509 510 512 516 529 

確保方策 405 455 512 516 529 
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■放課後児童健全育成事業（南部）                                    （単位：人） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 

1 年生 102 104 107 92 115 

２年生 83 95 97 100 85 

３年生 87 70 80 82 85 

４年生 31 44 33 39 38 

５年生 16 13 20 14 17 

６年生 4 2 2 3 2 

合計 323 328 339 330 342 

確保方策 316 349 349 349 349 

 

施設整備等 

 
■放課後児童健全育成事業（全市） 

定員及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

小学校余裕教室等 

定員（人） 642 705 713 717 730 

施設整備（箇所） 19 22 21 21 21 

小学校敷地内専用

施設 

定員（人） 756 826 916 916 916 

施設整備（箇所） 17 19 21 21 21 

合計 

定員（人） 1,398 1,531 1,629 1,633 1,646 

施設整備（箇所） 36 41 42 42 42 

 

２ 放課後子ども教室の拡充 
放課後児童の居場所として、放課後子ども教室の充実に努めます。 
 
①放課後子ども教室の充実 

地域住民の協力のもと、児童がスポーツ、文化・芸術、地域資源等を活用した

様々な学習・体験活動や、交流活動に参加できる場の確保に努めます。 
 
■放課後子ども教室の見込み 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

放課後子ども教室 

実施箇所数 8 9 10 12 14 

利用者数（人） 540 560 600 650 710 
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②連携又は一体型による放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の推進 

放課後児童クラブと放課後子ども教室が連携し、保護者の就労状況を問わず、

全ての児童が参加できる学習・体験活動プログラムの実施を推進します。 
 
■連携又は一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の見込み 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

一体型教室利用 

実施箇所数 2 3 4 5 6 

利用者数（人） 240 260 280 300 320 

 

３ 民間活力の導入 
放課後児童クラブの待機児童の解消や、子どもの居場所の選択肢を拡大するため、

民間企業を活用した受け皿の確保を図るとともに、保育・教育現場での経験を持つ

人材の確保に努めます。 
 
≪人材確保と保育の「質」の向上≫ 

１ 放課後児童クラブの運営における人材の確保 

年々増加する放課後児童クラブ入会希望者に対応するため、場の確保と合わせて、

人材を確保し、入会児童数に応じて適切な指導員の配置に努めます。 
 
 

２ 放課後児童クラブにおける保育の質の確保 

発達に課題を持ち特別な配慮が必要な児童等、多様化する保育ニーズに対応し、

児童が安心して過ごすことができるよう関係機関と連携するとともに、指導員の研

修を通じて保育の質の確保に努めます。 
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３．地域子ども・子育て支援事業の実施計画 

 

１ 地域子ども・子育て支援事業の概要 
保育が必要な子どものいる家庭だけでなく、すべての家庭を対象とした子育て支

援を充実させるため、以下の「地域子ども・子育て支援事業」について、年度別の

量の見込みを算出した上で、それぞれの事業を行います。 
 
＜事業名＞ 
①利用者支援に関する事業（子育てコンシェルジュ、妊娠・出産包括支援） 
②地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業） 
③妊婦に対して健康診査を実施する事業 
④乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 
⑤養育支援訪問事業 
⑥育児サポーター派遣事業 
⑦子育て短期支援事業 
⑧子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
⑨幼稚園型一時預かり事業（在園児の延長保育） 
⑩保育所型一時預かり事業（非在園児の一時的保育） 
⑪時間外保育事業（延長保育事業） 
⑫病児・病後児保育事業 
⑬私立幼稚園２歳児保育推進事業 
⑭実費徴収に係る補足給付事業 
⑮“子育てするなら藤枝”推進プロジェクト事業（※量の見込み・確保方策なし） 
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２ 事業別・年度別の量の見込みと確保方策 

①利用者支援に関する事業（子育てコンシェルジュ、妊娠・出産包括支援） 

 
 

 

・幼稚園、保育所、認定こども園、地域の子育て支援事業等の情報を提供し、必要

に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行う事業。 
 
 

 

・児童課内に子育てコンシェルジュ（保育士有資格者）２名を配置し、保育所等の

利用に関する相談に応じ、各家庭が必要とする情報提供等を行います。 
・妊娠期から子育て期に渡るまでの母子保健や育児に関する様々な悩みに対応する

ため、妊娠・出産の包括支援事業を行います。 
 
■利用者支援に関する事業（子育てコンシェルジュ）                         （単位：箇所） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 1 1 1 1 1 

確保

方策 

子育てコンシェルジュ 1 1 1 1 1 

妊娠・出産包括支援 1 1 1 1 1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

事業概要 

確保方策 
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②地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業） 

 
 

 

・地区交流センター等の地域の身近な場所で、乳幼児及びその保護者が交流できる

場所を提供し、地域の子育て支援の拠点として子育てについての相談、情報提供、

その他援助を行う事業。 
 
 

 

・子育て親子の交流の場の提供、子育て等に関する情報提供や相談、援助を行い、

地域の子育て支援機能の充実を図ります。 
・保健センターや関係機関と連携し、情報交換の場を設ける等して、妊娠期から子

育て期まで途切れない支援を提供します。 
・子育て支援センターがさらに身近なものとなるよう、「子育てフェスタ」や「あか

ちゃん講座」の開催、子育ての相談に専門家が対応する「まちの保健室」等の事

業を行います。 
 
■地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター事業）              （単位：延べ人/年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 150,000 144,000 138,000 132,000 126,000 

確保方策 150,000 144,000 138,000 132,000 126,000 

 
③妊婦に対して健康診査を実施する事業 

 
 

 

・母子保健法第１３条第２項の規定に基づき、安全・安心な出産のために、妊婦の健

康診査に係る経済的負担を軽減することにより、医療機関等への受診を勧奨する

事業。 
 
 

 

・過去５年間の平均受診券利用率は、７９.５％です。出生見込数に基づき、必要とす

る健診回数を受診するよう勧奨します。 
・予定日より早く出産する人もいるため、９０％を目標とします。 

 
■妊婦に対して健康診査を実施する事業                          （単位：延べ回／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 

確保方策 12,600 12,600 12,600 12,600 12,600 

事業概要 

確保方策 

確保方策 

事業概要 
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④乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

 
 

 

・生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子どもの発育の確認や育児

に関する相談や指導、必要なサービスの情報提供を行うとともに、親子の心身の

状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対して適切な支援を

行う事業。 
 
 

 

・生後４か月までの乳児で市内に居住している場合は、全戸に訪問します。 
・入院中や里帰り中の乳児に対しても、適切な時期に訪問できる体制を整えます。 

 
■乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）                     （単位：人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

確保方策 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 
⑤養育支援訪問事業 

 
 

 

・若年の妊婦、育児ストレス、産後うつ等により、子育てに対して強い不安や孤立

感等を抱える家庭に対し、養育の不安感や負担感を軽減させるため、訪問支援を

実施する事業。 
 
 

 

・育児不安等を抱え、継続的な支援を必要とする家庭に重点を置き、概ね１歳未

満の子を持つ養育者に対し、養育支援員が家庭訪問することにより、安定した

子育てができるように支援します。 
 
■養育支援訪問事業                                          （単位：人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 75 75 75 75 75 

確保方策 75 75 75 75 75 

 
  

確保方策 

確保方策 

事業概要 

事業概要 
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⑥育児サポーター派遣事業 

 
 

 

・育児サポーター（保育士）が、出産後間もない時期（概ね１年程度）の乳児をも

つ家庭に訪問し、育児相談や子育てに関する情報提供や離乳食の作り方の指導、

遊びや体操の助言、沐浴の手伝い、健診への付き添い等、母親が安心して子育て

ができるように育児支援をする事業。 
 
 

 

・育児サポーター（保育士）が、育児の援助や相談に応じ、赤ちゃんの日々の成長、

発達の喜びを母親と共有しながら、育児への不安や負担感を軽減していくことで、

母親としての自信が持てるような支援を行います。 
・保健センターや子育て支援センター、子ども家庭課と連携し、切れ目のない支援

の体制を整え、一人ひとりの育児の課題に対して適切な支援を行います。 
 
■育児サポーター派遣事業                                      （単位：人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 180 180 170 160 160 

確保方策 180 180 170 160 160 

 
  

確保方策 

事業概要 
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⑦子育て短期支援事業 

 
 

 

・保護者が、疾病等の身体上、精神上、環境上の理由により家庭において子どもを

養育することが一時的に困難となった場合や、経済的な理由により緊急一時的に

母子を保護することが必要な場合等に、児童養護施設等保護を適切に行うことが

できる施設において一定期間、必要な養育又は保護を行う事業。 
 
 

 

・子どもと家庭を取り巻く課題が複雑・多様化する中、今後、本事業は子育て支援

事業としてだけでなく、要保護児童対策事業としてもニーズは高まっていくもの

と考えられるため、受け皿の確保に向けた委託先の拡大に努めていきます。 
 
■子育て短期支援事業                                      （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 30 30 30 30 30 

確保方策 30 30 30 30 30 

 
⑧子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 
 

 

・子どもの一時的な預かりや移動支援等、育児の援助を受けることを希望する人（依

頼会員）と、これらの援助を行うことを希望する人（提供会員）との相互援助活

動に関する連絡、調整を行う事業。 
 
 

 

・子育て世帯における一時的な保育等を援助するため、藤の里ファミリー・サポー

ト・センターを設置し、地域での育児援助を行います。 
・年２回の新規提供会員向けの講習会の開催により、提供会員の確保に努めるとと

もに、依頼・提供会員の交流会を開催し、会員同士の交流の場を提供します。 
 
■子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）            （単位：延べ回／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 6,800 6,650 6,500 6,350 6,200 

確保方策 6,800 6,650 6,500 6,350 6,200 

確保方策 

確保方策 

事業概要 

事業概要 
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⑨幼稚園型一時預かり事業（在園児の延長保育） 

 
 

 

・在園児の保護者の要請に応じて、教育課程に係る教育時間の前後や夏休み等の長

期休業期間に幼児教育を行う事業で、従来の「預かり保育事業」のことである。 
 
 

 

・ニーズ調査から算出された量の見込みに対しては、既存の幼稚園、認定こども園

（１号）で行われている預かり保育事業でニーズ量は充足されます。 
 
■一時預かり事業（幼稚園、認定こども園１号）                       （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 114,417 111,222 105,788 104,998 104,635 

確保方策 114,417 111,222 105,788 104,998 104,635 

 
⑩保育所型一時預かり事業（非在園児の一時的保育） 

 
 

 

・保護者の病気等により家庭で保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は

幼児について、主として昼間、保育所や認定こども園等で一時的な保育を行う事

業。 
 
 

 

・非在園児の一時預かりを実施する施設に対して補助金を交付することで、保護者

が安心して子育てできる環境整備を図ります。 
 
■一時預かり事業                                         （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

一時預かり事業

（保育所、認定こども園） 

量の見込み 2,326 2,261 2,150 2,134 2,127 

確保方策 2,326 2,261 2,150 2,134 2,127 

一時預かり事業 

（その他） 

量の見込み 1,987 1,931 1,836 1,822 1,816 

確保方策 1,987 1,931 1,836 1,822 1,816 

※その他：幼稚園で行っている非在園児の２歳児の一時預かり事業  

確保方策 

事業概要 

確保方策 

事業概要 
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⑪時間外保育事業（延長保育事業） 

 
 

 

・保育所・認定こども園（２号・３号認定）の在園児に対して、保育時間を超えて

概ね午後７時までの保育を実施する事業。 
 
 

 

・延長保育を希望する全ての子どもを受け入れできている状態であり、現在の保育

所等で行われている延長保育事業でニーズ量は充足されます。 
・延長保育を実施する施設に対して補助金を交付することで、延長保育の質の確保

を図ります。 
 
■時間外保育事業（延長保育事業）                              （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 541 532 519 512 506 

確保方策 541 532 519 512 506 

 
⑫病児・病後児保育事業 

 
 

 

・病児保育事業は、子どもが発熱等の急な病気になった際、病院、保育所等に付設

された専用スペースにおいて看護師等が一時的に保育を実施する事業。 
・病後児保育事業は、病気等からの回復期にある乳幼児を、保育所に付設された専

用スペースにおいて、看護師等が一時的に保育を行う事業。 
 
 

 

・ニーズ調査から算出された量の見込みに対しては、既存の病児・病後児施設で行

われている病児・病後児保育事業でニーズ量は充足されます。 
 
■病児・病後児保育事業                                     （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

確保方策 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

 
  

確保方策 

確保方策 

事業概要 

事業概要 
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⑬私立幼稚園２歳児保育推進事業 

 
 

 

・２歳からの保育ニーズに対応するため、私立幼稚園での２歳児保育を推進し、必

要な財政支援を行う事業。 
 
 

 

・幼稚園での２歳児保育を実施する施設に対して補助金を交付するとともに、受け

皿の確保に努め、保護者の仕事と子育ての両立を支援し、安心して子育てできる

環境整備を図ります。  
■私立幼稚園２歳児保育推進事業                              （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 14,400 13,200 13,200 13,200 13,200 

確保方策 14,400 13,200 13,200 13,200 13,200 

※対象は保育の必要性の認定を受けた２歳児の一時預かり事業  
⑭実費徴収に係る補足給付事業 

 
 

 

・特定教育・保育施設を利用する生活保護世帯に対して、幼児教育・保育に必要な

物品の購入に要する費用または行事への参加に要する費用等を助成する事業。 
・幼稚園を利用する年収３６０万円未満相当世帯及び小学校から数えて第３子の世

帯に対して副食費の費用を助成する事業。 
 
 

 

・生活保護世帯に、幼児教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事へ

の参加に要する費用等を助成することにより、児童の健やかな成長と保護者の負

担軽減に努めます。 
・幼稚園を利用する年収３６０万円未満相当世帯及び小学校から数えて第３子の世

帯に対して副食費の費用を助成することで、児童の健やかな成長と保護者負担の

軽減に努めます。 
 
■実費徴収に係る補足給付事業                                （単位：延べ人／年） 

量の見込み及び確保方策 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み 200 180 140 140 140 

確保方策 200 180 140 140 140 

確保方策 

事業概要 

確保方策 

事業概要 
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⑮“子育てするなら藤枝”推進プロジェクト事業 

 
 

 

・子育てに不安を感じている若い世代が、子育てに対し尊さや幸せを感じることが

できる環境づくりを更に推進するため、民間（子育て支援団体等）のアイデアや

ノウハウを活用したセミナーや各種講座、イベント等の開催による出産や育児不

安の解消につなげる事業。これにより、子育て世帯や支援団体間のネットワーク

を構築するとともに、地域における子育て支援の力を底上げし、「子育てするな

ら藤枝」の新たなモデルを構築し、市内外へ効果的なＰＲを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 

子どもの健やかな育ちの確保 

○発達支援 

○教育・保育の充実 

○安全・安心  等 

子育てと仕事の両立支援 

○保育の量的充実 

○放課後の子どもの居場所づくり 

○保育所での一時預かり 等 

育児不安の解消 

○子育てサービスの充実 

○相談・訪問支援 

○子育てネットワーク  等 

子どもと母親の健康の確保 

○子どもを生み育てられる環境 

○母子保健サービス 

○小児医療の充実  等 

子育て世代 

民間活用 

～知恵とノウハウ～ 

●子育て支援センター 
●藤枝おやこ館 
●れんげじスマイルホール 等 

連携 

「行政」 × 「関係機関」 × 「地域」 
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第５章 計画推進体制 
 

１．点検・評価と達成状況の報告 

 
計画期間の５か年間、本計画における第３章、第４章に掲載している子ども・子育

て支援に関する事業及び重点事業については、達成状況を点検・評価し、藤枝市子ど

も・子育て会議に報告します。 

 

 

２．実施状況の公表 

 
本計画の点検・評価及び藤枝市子ども・子育て会議での検討結果については、市の

ホームページ等で公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＬＡＮ 

（計画の策定） 

藤枝市子ども・子育

て会議の審議等を踏ま

えた目標の設定及び計

画の策定 

ＤＯ 

（計画の推進） 

本市や市民、様々な

主体との連携、共同に

よる事業の実施 

ＣＨＥＫ 

（点検・評価、報告） 

計画の実施状況を

点検・評価、藤枝市子

ども・子育て会議へ報

告と公開 

ＡＣＴ 

（事業の継続、見直し） 

必要に応じた子ども・

子育て支援の需要の

見込み、確保方策の見

直し 

ＰＤＣＡサイクル 
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第６章 資料編 
 

１．子ども・子育てを取り巻く状況 

 

１ 人口の推移 
人口は平成２８年より、減少が続いています。 

 
■年齢３区分別人口の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 児童数（０歳～１１歳）の推移 
児童数は、総人口と同様に平成２８年より、減少が続いています。 

 
■児童数（０歳～11歳）の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：住民基本台帳（各年３月末時点） 

資料：住民基本台帳（各年３月末時点） 

19,678 19,619 19,500 
19,155 

18,882 

87,434 86,475 85,385 84,557 83,385 

39,315 40,436 41,348 42,077 42,674 

146,427 146,530 146,233 145,789 144,941 

13.4% 13.4% 13.3%
13.1% 13.0%

0%

5%

10%

15%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 年少人口率

(人)

2,298 2,269 2,241 2,075 2,002 

3,996 3,998 3,987 
3,772 3,670 

7,932 8,042 8,039 
8,131 8,115 

14,226 14,309 14,267 
13,978 13,787 

16.2%
15.9% 15.7%

14.8%
14.5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0～２歳 ３～５歳 ６歳以上 ０～２歳率

(人)
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３ 人口構造 
人口構造をみると、３０歳～３９歳の人口層と比べると２０歳～２９歳で人口が少なく

なっています。 

 
■人口構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 人口動態 
人口動態は、平成２８年度より、減少が続いています。 

 
■社会動態（転入-転出）、自然動態（出生数-死亡数）の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：住民基本台帳（平成３１年３月末時点） 

資料：市民課 

2,760

3,392

3,430

3,579

3,227

3,110

3,685

4,432

5,307

5,469

4,611

4,222

4,447

5,217

4,938

4,099

2,671

1,540

675

2,685

3,344

3,271

3,267

3,051

2,936

3,624

4,362

5,091

5,285

4,637

4,317

4,726

5,906

5,396

4,531

3,390

2,476

1,835

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳～

男

女

(人)

(人)

346 
403 

86 114 

-315 

-316 
-276 

-376 

-522 

-508 

30 

127 

-290 

-408 

-823 

-1,200

-800

-400

0

400

800

1,200

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

-1,200

-800

-400

0

400

800

1,200

社会動態（転入-転出） 自然動態（出生-死亡） 人口増減

(人)(人)
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５ 出生数の推移 
出生数は、総人口と同様に平成２８年度より、減少が続いています。 

 
■出生数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 出生率の推移 
出生率（人口１，０００人当たりの出生数）は、平成２５年から減少が続き、平成２９

年では、国や静岡県よりも低くなっています。 

 
■出生率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：市民課 

資料：静岡県人口動態統計（平成３０年）       

全国（平成３０年）人口動態統計の年間推計 

1,145

1,171

1,091

1,147

1,064

1,000

988

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

出生数

（人）

8.2 8.2 8.2 8.2 

7.8 7.8 7.8 7.8 

7.6 7.6 7.6 7.6 

7.7 7.7 7.7 7.7 

6.8 6.8 6.8 6.8 

8.2 

7.9 

7.8 

7.6 

7.3 

8.2 

8.0 8.0 

7.8 

7.6 

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（人口千対）

藤枝市 静岡県 全国
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７ 女性の労働力率の推移 
女性の労働力は、平成１７年と比較すると、２５歳以上はこの１０年間で高くなって

います。また、国、静岡県と比較すると、第１子が生まれる可能性がある３０歳～３

４歳の労働力率は低くなっているため、子育てを機に離職している女性が多い可能

性があります。 

 
■労働力率（経年変化） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■労働力率（国、県、市比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

18.4

79.9

76.2

65.2 66.6

75.0

79.0

74.2

64.7

43.3

16.1
14.0

74.7

80.3

69.1

72.7

79.1

83.3

79.8

72.8

55.0

18.1

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

平成17年 平成27年

（％）

14.0

74.7

80.3

69.1

72.7

79.1
83.3

79.8

72.8

55.0

18.1

13.7

72.8

78.0

70.3
72.1

77.5

80.4 79.2

73.0

56.5

18.8

14.7

69.5

81.4

73.5

72.7
76.0 77.9

76.2

69.4

52.1

16.7

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

藤枝市 静岡県 国

（％）

資料：国勢調査（平成１７年、平成２７年） 

資料：国勢調査（平成２７年） 
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８ 人口・世帯の推移 
世帯数は、年々増加しているものの、一世帯当たりの人員数は減少しており、核

家族化が進行している可能性があります。 
 
■世帯数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９ 保育所・幼稚園等の園児数 
保育所・幼稚園等の園児数の推移をみると、保育所、認定こども園の利用が増加

しています。 
 
■保育所・幼稚園等の園児数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

資料：市民課（各年３月３１日現在） 

資料：児童課（各年５月１日現在） 

146,427 146,530 146,233 145,789 144,941

56,300 57,272 58,044 58,766 59,219

2.60

2.56
2.52 2.48

2.45

0.00

1.00

2.00

3.00

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

人口 世帯数 一世帯当たりの人員数

（人、世帯） （人/世帯）

1,380
1,441

1,570

1,663
1,722

1,786

3,000

2,607 2,585

2,499

1,785

1,612

557 567
628

1,170 1,203

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

保育所園児数 幼稚園園児数 認定こども園園児数

（人）
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２．ニーズ調査結果 

 
本調査は、平成３１年度に行う「子ども・子育て支援事業計画」の策定資料として、

保育ニーズや本市の子育て支援サービスの利用状況や利用意向、また、子育て世帯

の生活実態、今後の要望・意見等を把握することを目的に実施しました。 

 
●調査地域：藤枝市全域 

●調査対象：藤枝市内在住の就学前児童の保護者 

●抽出方法：住民基本台帳より、就学前児童２，０００人を無作為抽出 

●調査期間：平成３０年１１月２０日～１２月２１日 

●調査方法：郵送による配布・回収 

 

調 査 票 

調査対象者数 

（配布数） 

有効回収数 有効回収率 

就 学 前 児 童 2,000 1,001 50.1% 

※前回調査については、平成２５年実施分の調査となります。 
 

１ お子さんの人数 
 
○前回調査と比較すると、お子さんの人数は「１人」が多くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１人

21.7%

２人

52.8%

３人

20.6%

４人以上

4.5%

不明・無回答

0.4%

□前回調査結果 

１人

41.4%

２人

39.9%

３人

13.7%

４人以上

2.1%

不明・無回答

3.0%
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93.4 

0.2 

3.3 

13.6 

16.7 

39.0 

43.2 

3.2 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母と住んでいる

父と一緒に住んでいる（父子家庭）

母と一緒に住んでいる（母子家庭）

祖父と一緒に住んでいる

祖母と一緒に住んでいる

祖父が近所に住んでいる

祖母が近所に住んでいる

その他

不明・無回答

就学前保護者

（N=1,001）

２ 同居している家族の状況 
 
○同居している家族の状況をみると、前回調査結果と比較すると、「祖父母と一

緒に住んでいる」割合が下降していることがわかります。 
○提供区域ごとにみると、全体と同様の傾向がでながらも、[北東部]で祖父母と

の同居が多くなっています。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■提供区域別 

 
 
 
 
  

94.0 

0.8 

3.3 

23.9 

26.6 

39.6 

42.5 

4.8 

0.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母と住んでいる

父と一緒に住んでいる（父子家庭）

母と一緒に住んでいる（母子家庭）

祖父と一緒に住んでいる

祖母と一緒に住んでいる

祖父が近所に住んでいる

祖母が近所に住んでいる

その他

不明・無回答

□前回調査結果 

上段:度数

下段:％

合計

父母と住

んでいる

父と一緒

に住んで

いる（父子

家庭）

母と一緒

に住んで

いる（母子

家庭）

祖父と一

緒に住ん

でいる

祖母と一

緒に住ん

でいる

祖父が近

所に住ん

でいる

祖母が近

所に住ん

でいる

その他 不明・無

回答

1,001 935          2              33            136          167          390          432          32            10            
100.0       93.4         0.2           3.3           13.6         16.7         39.0         43.2         3.2           1.0           
229          217          -              7              40            55            96            107 8              1              

100.0       94.8         -              3.1           17.5         24.0         41.9         46.7 3.5           0.4           
186          172          -              6 36            36            76            85 11            1              

100.0       92.5         -              3.2 19.4         19.4         40.9         45.7 5.9           0.5           
301          287          -              12 35            45            110 123 4              -              

100.0       95.3         -              4.0 11.6         15.0         36.5 40.9 1.3           -              
209          193          2              6 24            29            93 101 8              1              

100.0       92.3         1.0           2.9 11.5         13.9         44.5 48.3 3.8           0.5           
55            52 -              2 1 1              12            13 1              -              

100.0       94.5 -              3.6 1.8 1.8           21.8         23.6 1.8           -              

問6　祖父母と一緒に住んでいますか。また、近所（様々な移動手段を使い１５分以内程度に行き来できる範囲）に

祖父母が住んでいますか。

全体

問2

お住まい

の地区

北東部

中部

青島

南部

わからな

い
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３ 祖父母からの子育て支援 
 
○祖父母からの支援については、「子どもの相手・預かり（急用等のとき）」がも

っとも多くなっています。 
○前回調査と比較しても、同様の傾向はでており、「急用等のとき」が、日常的

によりも上昇していることがわかります。 

○「ほとんどない」と回答した方で、祖父母と同居・近居していない割合は、全

回答者の中で８８件（８.８％）となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

25.4 

53.6 

14.5 

9.5 

16.4 

13.0 

27.8 

3.0 

15.3 

5.1 

0% 20% 40% 60%

子どもの相手・預かり（日常的に）

子どもの相手・預かり（急用などのとき）

子どもの送り迎え

教育やしつけの支援

家事の手伝い

金銭的な援助

物資での支援

その他

ほとんどない

不明・無回答

就学前保護者

（N=1,001）

31.3

48.8

0.2

3.9

9.2

6.6

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親せきに見てもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親せきに見てもらえる

日常的に子どもを見てもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には

子どもを見てもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

全体（N=849)

◆統計資料では 

世帯の状況をみると、夫婦のみ世

帯が増えており、世帯の状況が変化

していることがわかります。 

また、片親と子ども世帯も増えて

きています。 

□前回調査結果 

16.2

20.0
22.3

38.7
33.3

30.8

6.5 8.2 9.2

24.1

19.9

15.2

0.2

0.4

0.7

14.4

18.0

21.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成７年 平成17年 平成27年

単独世帯

非親族世帯

その他の親族世帯

片親と子ども世帯

夫婦と子ども世帯

夫婦のみ世帯

資料：国勢調査（平成７年、平成１７年、平成２７年） 
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４ 相談相手について 
 
○子育てに関する相談相手について、前回から、数ポイントずつ下降傾向にあり

ます。 
○子育て支援センターの職員への相談が多くなっています。 
○提供区域別にみると、[北東部]、[青島]では、幼稚園や保育所等の職員が高くな

っており、[南部]では、行政職員や子育て支援センター職員が高くなっていま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■提供区域別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

83.9 

76.0 

19.9 

44.3 

8.1 

9.9 

0.2 

8.2 

2.5 

1.2 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ご自身や配偶者の親、兄弟姉妹

友人や知人

近所の人

幼稚園や保育所の職員

行政機関の職員（保健センター、

子ども家庭相談センター等）

子育て支援センターなどの

子育てに関する施設の職員

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

その他

気軽に相談できる人はいない

不明・無回答

全体（N=849）

79.9 

69.3 

12.1 

30.7 

7.5 

16.4 

0.3 

7.3 

1.6 

1.7 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ご自身や配偶者の親、兄弟姉妹

友人や知人

近所の人

幼稚園や保育所等の職員

行政機関の職員（保健センター、

子ども発達支援センター等）

子育て支援センター等の

子育てに関する施設の職員

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

その他

気軽に相談できる人はいない

不明・無回答

就学前保護者

（N=1,001）

□前回調査結果 

上段:度数

下段:％

合計

ご自身や

配偶者の

親、兄弟

姉妹

友人や知

人

近所の人 幼稚園や

保育所等

の職員

行政機関

の職員

（保健セン

ター、子ど

も発達支

援センター

子育て支

援センター

等の子育

てに関す

る施設の

職員

民生委

員・児童

委員

かかりつ

けの医師

その他 気軽に相

談できる

人はいな

い

不明・無

回答

1,001 800          694          121          307          75            164          3              73            16            17            45            
100.0       79.9         69.3         12.1         30.7         7.5           16.4         0.3           7.3           1.6           1.7           4.5           
229          188          168          31            78            18            36            0 16            4              2              8              

100.0       82.1         73.4         13.5         34.1         7.9           15.7         0.0 7.0           1.7           0.9           3.5           
186          154          133          24 52            13            28            1 13            3              4              8              

100.0       82.8         71.5         12.9 28.0         7.0           15.1         0.5 7.0           1.6           2.2           4.3           
301          223          214          41 106          20            49 0 20            5              6              14            

100.0       74.1         71.1         13.6 35.2         6.6           16.3 0.0 6.6           1.7           2.0           4.7           
209          181          134          21 62            18            38 2 21            2              2              6              

100.0       86.6         64.1         10.0 29.7         8.6           18.2 1.0 10.0         1.0           1.0           2.9           
55            42 36            4 8 6              11            0 3              2              3              2              

100.0       76.4 65.5         7.3 14.5 10.9         20.0         0.0 5.5           3.6           5.5           3.6           

問７　あて名のお子さんの子育てをする上で、気軽に相談できる方はいますか。

全体

問2

お住まい

の地区

北東部

中部

青島

南部

わからな

い
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５ 地域との関係性 
 
○子育てをしていて、地域で支えられていると感じるかどうかについては、どち

らともいえないを含めると約半数の方が感じていないことがわかります。 
○一方で子育てしやすい要素として、地域のつながりを必要だと感じている方が

多くなっています。 
 
 
■子育てをしていて、地域で支えられていると感じるか 

 
 
 
 
 
 
■子育てをしやすい要素として、地域のつながりは必要か 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

9.0 37.7 19.7 24.5 6.4 2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=1,001）

とても感じる たまに感じる どちらともいえない

あまり感じない まったく感じない 不明・無回答

22.9 60.2 9.7 

3.7 0.6 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=1,001）

大いに必要である ある程度は必要である どちらともいえない

あまり必要ではない 必要ではない 不明・無回答

◆地域との関わり内容 

地域との関わりの内容

については、「あいさつす

る程度」、「時々立ち話をす

る」が多くなっています。 

62.5 

51.4 

9.5 

6.1 

12.9 

5.6 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

あいさつする程度

時々立ち話をする

家へ上がって話をする

食事に行ったり、

家族ぐるみでつき合っている

困っているときに

相談したり助け合ったりしている

ほとんどつきあいはない

不明・無回答

就学前保護者

（N=1,001）
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○提供区域別にみると、[北東部]が他の地域に比べ、地域で支えられていると感

じている割合が高くなっています。 
○一方で、[中部]や[南部]では、地域で支えられている実感がない割合が高くな

っています。 
 
 
■提供区域別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

9.0 

10.9 

7.3 

9.0 

3.4 

12.7 

0.0 

37.7 

40.2 

38.4 

37.2 

38.3 

32.7 

23.8 

19.7 

17.9 

25.4 

16.6 

20.1 

21.8 

28.6 

24.5 

24.5 

20.3 

27.2 

26.3 

20.0 

19.0 

6.4 

4.4 

6.2 

6.6 

7.7 

12.7 

0.0 

2.8 

2.2 

2.3 

3.3 

0.5 

0.0 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,001）

北東部（N=229）

中部（N=177）

青島（N=301）

南部（N=209）

わらかない（N=55）

不明・無回答

（N=21）

とても感じる たまに感じる どちらともいえない

あまり感じない まったく感じない 不明・無回答
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６ 保護者就労の状況 
 
○母親の就労状況をみると、前回と比較すると「産休・育休・介護休業中」の割

合が高くなっています。 
○全体をみても、仕事をしていない方の割合は減少し、就労している母親が多く

なっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

19.3 

87.0 

11.8 

0.2 

19.7 

0.3 

2.3 

0.0 

39.4 

0.3 

7.6 

12.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【母親】

【父親】

就学前保護者

（N=1,001）

フルタイムで働いている

フルタイムだが、現在産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等で働いている

パート・アルバイト等だが、現在産休・育休・介護休業中

現在は仕事をしていない

不明・無回答

□前回調査結果 

23.4 

3.3 

25.7 

0.8 

41.6 

2.9 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=849）

フルタイムで就労している

育児休業、介護休暇、病気休業中（フルタイムで就労予定）

パート・アルバイト等で就労している

育児休業、介護休暇、病気休業中（パートタイム、アルバイトで就労予定）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

不明・無回答
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○年齢別にみると[０歳]では、「産休・育休・介護休業中」の方の割合が高くなっ

ています。 
○一方で、３歳以上になると、「仕事をしていない」方の割合が低くなり、何ら

かの形で就労している方が多くなっています。 
 
■年齢別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

19.3 

5.5 

19.1 

19.9 

24.3 

27.9 

20.5 

11.8 

35.8 

11.7 

10.3 

8.6 

4.5 

2.1 

19.7 

2.4 

16.0 

12.2 

23.7 

25.3 

36.4 

2.3 

5.5 

1.9 

1.9 

1.3 

1.3 

2.1 

39.4 

44.8 

46.3 

46.8 

34.9 

32.5 

31.8 

7.6 

6.1 

4.9 

9.0 

7.2 

8.4 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,001）

０歳（N=165）

１歳（N=162）

２歳（N=156）

３歳（N=152）

４歳（N=154）

５歳（N=195）

フルタイムで働いている

フルタイムだが、現在産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等で働いている

パート・アルバイト等だが、現在産休・育休・介護休業中

現在は仕事をしていない

不明・無回答
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７ 育児休業等の取得状況 
 
○育児休業等の取得状況については、前回調査と比較すると、育休休業等の取得

割合が高くなっています。 
○取得していない方の割合は減少しており、育児休業等を取得している割合が高

くなっていることがわかります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

41.4 

0.9 

11.8 

0.8 

10.6 

0.1 

10.3 

2.3 

3.2 

0.0 

9.9 

77.8 

12.9 

18.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【母親】

【父親】

就学前保護者

（N=1,001）

就労していなかった

取得中である

取得後に職場復帰し、短時間勤務制度を利用した

取得後に職場復帰したが、短時間勤務制度を利用しなかった

育児休業取得中に離職した

取得していない

不明・無回答

□前回調査結果 

28.3 48.8 19.4 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=830)

取得した（取得中である） 働いていなかった

取得していない 不明・無回答
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８ 教育・保育事業の利用状況 
 
○教育・保育事業の利用については、前回調査と比較すると、「利用していない」

方の割合が多くなっています。 
○年齢別にみると、「１歳」以降、教育・保育事業を利用する方が多くなってい

ます。特に「３歳」以上になると８割以上の方が利用しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■年齢別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

□前回調査結果 

利用している

60.9%

利用していない

38.2%

不明・無回答

0.9%

利用している

71.0%

利用していない

28.1%

不明・無回答

0.9%

60.9 

7.9 

31.5 

43.6 

80.3 

99.4 

99.0 

38.2 

91.5 

67.9 

55.8 

19.7 

0.6 

0.5 

0.9 

0.6 

0.6 

0.6 

0.0 

0.0 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,001）

０歳（N=165）

１歳（N=162）

２歳（N=156）

３歳（N=152）

４歳（N=154）

５歳（N=195）

利用している 利用していない 不明・無回答
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○提供区域別にみると「青島」で 66.8％と高くなっています。 

 
 
■提供区域別 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

60.9 

64.6 

64.6 

66.8 

60.3 

38.2 

34.5 

37.6 

32.9 

39.2 

0.9 

0.9 

0.0 

0.3 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,001）

北東部（N=229）

中部（N=186）

青島（N=301）

南部（N=209）

利用している 利用していない 不明・無回答

◆利用している内訳では 

「私立幼稚園」、「公立保育

所」の割合が高くなっていま

す。 

他市町の傾向と比較すると

「認定こども園」の利用が多

くなっています。 

 

15.1 

12.3 

0.7 

2.0 

34.1 

6.4 

29.3 

5.7 

0.0 

1.3 

0.0 

0.7 

1.1 

0.0 

1.5 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

認定こども園（１号認定での利用）

認定こども園（２号・３号認定での利用）

認定こども園の預かり保育（通常の保育時間を

延長して預かる事業のうち、定期的な利用のみ）

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園の預かり保育（通常の保育時間を延長

して預かる事業のうち、定期的な利用のみ）

認可保育所

（０歳から５歳までの保育を行う施設）

小規模保育所（保育定員が６人以上19人以下の

施設で、０歳から２歳までの保育を行う）

家庭的保育事業所（保育定員が５人以下の

施設で、０歳から２歳までの保育を行う）

事業所内保育事業所（従業員の子どもと地域の

子どもを一緒に保育を行う）

居宅訪問型保育（ベビーシッターのような

保育者が子どもを家庭で保育を行う）

企業主導型保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援センター、児童発達支援事業所

不明・無回答

就学前保護者

（N=610）
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９ 教育・保育事業の利用希望 
 
○教育・保育事業の利用希望については、前回調査と比較すると、「認定こども

園」の希望が多くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

□前回調査結果 

26.2 

24.9 

10.3 

23.0 

39.5 

16.8 

38.2 

6.5 

1.3 

1.8 

0.9 

1.7 

0.9 

4.1 

2.5 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

認定こども園（１号認定での利用）

認定こども園（２号・３号認定での利用）

認定こども園の預かり保育（通常の保育時間を

延長して預かる事業のうち、定期的な利用のみ）

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園の預かり保育（通常の保育時間を延長

して預かる事業のうち、定期的な利用のみ）

認可保育所

（０歳から５歳までの保育を行う施設）

小規模保育所（保育定員が６人以上19人以下の

施設で、０歳から２歳までの保育を行う）

家庭的保育事業所（保育定員が５人以下の

施設で、０歳から２歳までの保育を行う）

事業所内保育事業所（従業員の子どもと地域の

子どもを一緒に保育を行う）

居宅訪問型保育（ベビーシッターのような

保育者が子どもを家庭で保育を行う）

企業主導型保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援センター、児童発達支援事業所

不明・無回答

就学前保護者

（N=1,001）

67.5 

41.1 

31.3 

22.6 

4.4 

3.3 

6.2 

2.7 

2.5 

2.6 

6.2 

1.4 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育事業

事業所内保育施設

その他の

認可外の保育施設

自治体の

認証・認定保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・

センター事業

その他

不明・無回答

全体（N=849）

◆提供区域別の希望 

提供区域別の希望をみると、希望する教育・保育に違いがあることがわかり

ます。 

24.5 

26.6 

9.2 

23.1 

40.6 

14.4 

40.6 

7.0 

0.9 

2.2 

0.9 

2.2 

0.9 

4.8 

2.6 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

認定こども園（１号認定での利用）

認定こども園（２号・３号認定での利用）

認定こども園の預かり保育

公立幼稚園

私立幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

小規模保育所

家庭的保育事業所

事業所内保育事業所

居宅訪問型保育

企業主導型保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援センター、児童発達支援事業所

不明・無回答

北東部（N=229）

12.9 

17.2 

5.4 

19.4 

50.0 

24.2 

29.6 

4.8 

1.1 

0.0 

0.0 

1.6 

0.5 

2.7 

1.6 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中部（N=186）
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全１０項目の平均点

は、「満足度」で０.３８、

「重要度」で１.２１とな

っており、全体では、

「満足度」よりも「重

要度」が高い結果とな

りました。 

10 子育て支援事業の満足度×重要度 
 
○子育て支援事業の満足度と重要度をみると、時間外保育、妊婦健診、乳児家庭

全戸訪問事業、地域子育て支援拠点事業は満足度も重要度も高い項目として、

ニーズに応えた事業の実施ができていると考えられます。 
○病児・病後児保育、一時預かり事業については、重要度が高く、満足度は低い

事業となっており、ニーズに応えられていない可能性がある事業となっていま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
≪加重平均≫ 

項  目 

満足

度 

重要

度 

１ 利用者支援に関する事業 0.08 0.57 

２ 地域子育て支援拠点事業 0.89 1.30 

３ 妊婦に対しての健康診査を実施する事業 0.82 1.57 

４ 乳児家庭全戸訪問事業 0.91 1.32 

５ 育児サポーター派遣事業 0.36 0.99 

６ 子育て援助活動支援事業 0.22 1.03 

７ 保育所における一時預かり事業 0.18 1.41 

８ 保育所における時間外保育事業 0.39 1.45 

９ 病児保育事業 －0.01 1.26 

10 病後児保育事業 0.00 1.25 

平均 0.38 1.21 

 

  

１ 利用者支援に

関する事業

２ 地域子育て支援拠点事業

３ 妊婦に対しての健康

診査を実施する事業

４ 乳児家庭

全戸訪問事業

５ 育児サポーター

派遣事業

６ 子育て援助活動

支援事業

７ 保育所における

一時預かり事業
８ 保育所における

時間外保育事業

９ 病児保育事業

10 病後児保育事業

0.50

0.70

0.90

1.10

1.30

1.50

1.70

1.90

-0.20 0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

〔
重

要
度

〕

〔満 足 度〕

満足度：高

重要度：高

満足度：高

重要度：低

満足度：低

重要度：高

満足度：低

重要度：低
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44.9 53.3 1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=1,001）

利用している 利用していない 不明・無回答

11 子育て支援センターの利用状況 
 
○子育て支援センターの利用度をみると、前回調査と比較して、利用している割

合が高くなっています。 
○提供区域別にみると、「北東部」「南部」で利用している方が多くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

□前回調査結果 

31.0 68.1 0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=849）

利用している 利用していない 不明・無回答

44.9 

47.2 

40.9 

43.5 

46.4 

53.3 

52.4 

55.9 

55.5 

52.6 

1.8 

0.4 

3.2 

3.2 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,001）

北東部（N=229）

中部（N=186）

青島（N=301）

南部（N=209）

利用している 利用していない 不明・無回答
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17.9 

58.5 

34.8 

25.7 

0.2 

0.5 

0.0 

0.8 

2.8 

5.7 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80%

父親が仕事を休んだ

母親が仕事を休んだ

親族・知人（同居者を含む）に預けた

働いていない保護者がみた

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを利用した

仕方なく子どもだけで過ごさせた

藤枝市の病児・病後児保育室を利用した

その他

病気やけがで保育所等を休んだことは

なかった

不明・無回答

就学前保護者

（N=610）

19.4 79.3 1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=540）

できれば利用したかった 利用したいと思わなかった 不明・無回答

75.6 23.7 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=540）

知っていた 知らなかった 不明・無回答

12 病児・病後児保育事業について 
 
○子どもがけがや病気の際の対応については、保護者が仕事を休む割合が多くな

っています。 
○病児・病後児保育を利用していない方の中で、「できれば利用したかった」方

は、約２割となっています。 
○病児・病後児保育を知っている人は、約８割と高くなっています。利用しなか

った理由の中には、他人に預ける不安もありながら、手続きの煩わしさも理由

として挙がっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

□病児・病後児保育を利用したかったか 

□病児・病後児保育を知っていたか 
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57.4 

58.4 

3.0 

19.8 

1.5 

11.7 

28.4 

0% 20% 40% 60% 80%

小学４年生～

小学６年生

52.3 

53.3 

5.1 

36.0 

1.0 

9.1 

20.8 

0% 20% 40% 60% 80%

公園などの外遊びを含めた自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾等）や

クラブ活動（スポーツ少年団を含む）

地区交流センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

放課後子ども教室

不明・無回答

就学前保護者

（N=197）

小学１年生～

小学３年生

13 放課後の過ごし方 
 
○子どもの放課後の過ごし方については、公園等の外遊びを含めた自宅や習い事

が多くなっています。 
○放課後児童クラブについては、低学年で全体の約４割、高学年で全体の約２割

となっています。前回調査と比較しても高くなっていることがわかります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

□前回調査結果 

61.2 

26.6 

56.8 

21.6 

0.7 

36.7 

12.2 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

公民館

その他（公園、外遊びなど）

不明・無回答

全体（N=139）

62.6 

29.5 

61.9 

18.7 

2.9 

43.2 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80%

【小学１年生～小学３年生】 【小学４年生～小学６年生】 
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○子どもの放課後の過ごし方については、提供区域別にみると、地区によって、

放課後児童クラブのニーズに違いがあることがわかります。 
○全体と比較すると、「北東部」では高く、「中部」では低くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

55.8 

51.2 

2.3 

16.3 

0.0 

11.6 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80%

小学４年生～

小学６年生

60.5 

51.2 

0.0 

23.3 

2.3 

4.7 

18.6 

0% 20% 40% 60% 80%

公園などの外遊びを含めた自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾等）や

クラブ活動（スポーツ少年団を含む）

地区交流センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

放課後子ども教室

不明・無回答

中部

（N=43）

小学１年生～

小学３年生

44.8 

48.3 

3.4 

20.7 

1.7 

13.8 

39.7 

0% 20% 40% 60% 80%

小学４年生～

小学６年生

39.7 

44.8 

5.2 

46.6 

1.7 

13.8 

20.8 

0% 20% 40% 60% 80%

公園などの外遊びを含めた自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾等）や

クラブ活動（スポーツ少年団を含む）

地区交流センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

放課後子ども教室

不明・無回答

北東部

（N=58）

小学１年生～

小学３年生
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70.7 

73.2 

7.3 

19.5 

2.4 

14.6 

22.0 

0% 20% 40% 60% 80%

小学４年生～

小学６年生

56.1 

63.4 

9.8 

39.0 

0.0 

12.2 

19.5 

0% 20% 40% 60% 80%

公園などの外遊びを含めた自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾等）や

クラブ活動（スポーツ少年団を含む）

地区交流センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

放課後子ども教室

不明・無回答

南部

（N=41）

小学１年生～

小学３年生

61.8 

63.6 

0.0 

21.8 

1.8 

7.3 

25.5 

0% 20% 40% 60% 80%

小学４年生～

小学６年生

56.4 

56.4 

5.5 

32.7 

0.0 

5.5 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80%

公園などの外遊びを含めた自宅

習い事（ピアノ教室、学習塾等）や

クラブ活動（スポーツ少年団を含む）

地区交流センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

放課後子ども教室

不明・無回答

青島

（N=55）

小学１年生～

小学３年生
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３．児童憲章 

 
（昭和 26年 5 月 5日宣言） 

 われらは、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対する正しい観念を確立し、すべての児

童の幸福をはかるために、この憲章を定める。 

  児童は、人として尊ばれる。 

  児童は、社会の一員として重んぜられる。 

  児童は、よい環境のなかで育てられる。 

１ すべての児童は、心身ともに健やかにうまれ、育てられ、その生活を保障される。 

２ すべての児童は、家庭で、正しい愛情と知識と技術をもって育てられ、家庭に恵まれない

児童には、これにかわる環境が与えられる。 

３ すべての児童は、適当な栄養と住居と被服が与えられ、また、疾病と災害からまもられる。 

４ すべての児童は、個性と能力に応じて教育され、社会の一員としての責任を自主的に果た

すように、みちびかれる。 

５ すべての児童は、自然を愛し、科学と芸術を尊ぶように、みちびかれ、また、道徳的心情

がつちかわれる。 

６ すべての児童は、就学のみちを確保され、また、十分に整った教育の施設を用意される。 

７ すべての児童は、職業指導を受ける機会が与えられる。 

８ すべての児童は、その労働において、心身の発育が阻害されず、教育を受ける機会が失

われず、また、児童としての生活がさまたげられないように、十分に保護される。 

９ すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、悪い環境からまもられる。 

10 すべての児童は、虐待、酷使、放任その他不当な取扱からまもられる。あやまちをおかし

た児童は、適切に保護指導される。 

11 すべての児童は、身体が不自由な場合、または精神の機能が不充分な場合に、適切な

治療と教育と保護が与えられる。 

12 すべての児童は、愛とまことによって結ばれ、よい国民として人類の平和と文化に貢献す

るように、みちびかれる。 
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４．藤枝市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１

項の規定に基づき、藤枝市子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を処理するものとする。 

(1) 藤枝市子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

(2) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び

当該施策の実施状況に関すること。 

(3) 特定教育・保育施設に関すること。 

(4) 特定地域型保育事業に関すること。 

(5) その他児童福祉関連施策の推進に関すること。 

（組織） 

第３条 子育て会議は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関する団体に所属する者 

(4) 前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 子育て会議に委員長及び副委員長各１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、子育て会議を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子育て会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 



101 
 

３ 子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（庶務） 

第７条 子育て会議の庶務は、児童福祉を所掌する課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、委員長が子

育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 子育て会議の最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 
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５．藤枝市子ども・子育て会議委員名簿 

 
選出区分毎、五十音順、敬称略（平成３０年４月１日～令和２年３月３１日） 

№ 
選出 
区分 

氏 名 所属等 備 考 

１ １号 松永 由弥子 

学校法人新静岡学園 

静岡産業大学教授 

学識経験者 

２ １号 山下 由花 藤枝市広幡小学校校長 校長会代表 

３ １号 

瀧下 悦代 

（～平成３０年９月３０日） 

藤枝市教育委員 教育委員代表 

山田 美穂子 

（平成３０年１０月１日～） 

４ ２号 

伊藤 菜穂子 

（～平成３１年３月３１日） 

藤枝市保育協会 

副会長 

保育協会代表 

井原 佳明 

（平成３１年４月１日～） 

藤枝市保育協会 会長 

５ ２号 作原 美奈子 

藤枝託児ボランティアサークル

代表 

市民活動団体代表 

６ ２号 深澤 孝俊 

私立幼稚園・認定こども園協

会 

私立幼稚園・認定こども

園協会代表 

７ ２号 

安藤 惠子 

（～平成３１年３月３１日） 

藤枝市立藤枝小学校区 

ふじっこ児童クラブ主任指導員 

社会福祉協議会推薦 

景山 ひろみ 

（平成３１年４月１日～） 

藤枝市立葉梨小学校区 

いくしん第１児童クラブ 

主任指導員 

８ ３号 大石 茂樹 

藤枝市社会福祉協議会 

専務理事 

社会福祉協議会代表 

９ ３号 村越 久男 

藤枝市民生委員・児童委員協

議会児童福祉部会会長 

民生委員・児童委員協

議会代表 

１０ ３号 小林 一男 

藤枝市青少年健全育成推進

会議会長 

青少年健全育成推進会

議代表 

１１ ４号 

稲葉 俊隆 

（～平成３１年３月３１日） 

幼稚園児を持つ親代表 

私立幼稚園・認定こども

園協会推薦 

青木 香里 

（平成３１年４月１日～） 
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№ 

選出 
区分 

氏 名 所属等 備 考 

１２ ４号 

伊井 桂子 

（～平成３１年３月３１日） 

放課後児童クラブを利用する

親代表 

社会福祉協議会推薦 

相馬 綾子 

（平成３１年４月１日～） 

１３ ４号 

大石 恵美 

（～平成３１年３月３１日） 

保育園児を持つ親代表 保育協会推薦 

梅原 あつこ 

（平成３１年４月１日～） 

１４ ４号 

松浦 正秋 

（～平成３１年３月３１日） 

藤枝商工会議所 副会頭 商工会議所推薦 

大塚 博巳 

（平成３１年４月１日～ 

令和元年１０月３１日） 

飯田 敏之 

（令和元年１１月１日～） 

１５ ４号 

藤井 明浩 

（～平成３０年１０月３１日） 

志太地区労働者福祉協議会

幹事 

志太地区労働者福祉協

議会推薦 

塩谷 法夫 

（平成３０年１１月１日～） 
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６．計画策定の経過 

 
日 付 実施事項 内 容 

平成３０年 

６月２５日 

平成３０年度 第１回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・藤枝市子ども・子育て支援事業計画の進行管理について 

・藤枝市子ども・子育て支援事業計画の次期計画について 

平成３０年 

８月２７日 

平成３０年度 第２回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画策定に伴う 

市民ニーズ調査について 

 ニーズ調査について 

 ニーズ調査設問設計概要 

 ニーズ調査票（案） 

 平成２５年度に実施したニーズ調査内容 

・地域型保育事業所の認可について 

平成３０年 

１０月１８日 

平成３０年度 第３回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・藤枝市子ども・子育て支援事業計画の次期計画 

ニーズ調査について 

平成３１年 

３月１８日 

平成３０年度 第４回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画策定に伴う 

市民ニーズ調査結果について 

・特定教育・保育施設の確認について 

・地域型保育事業の認可について 

令和元年 

５月２５日 

市民ワークショップ開催 

対象者：市内在住の未就学児を子育て中の保護者 

内 容：藤枝市で子育てして良かったことや次代に残したい本市

の子育て支援 

参加者数：１３名 

場 所：藤枝市役所 

令和元年 

６月２５日 

令和元年度 第１回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・藤枝市子ども・子育て支援事業計画の進行管理について 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画の策定について 

令和元年 

８月２７日 

令和元年度 第２回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画策定について 

令和元年 

１０月１１日 

令和元年度 第３回 

藤枝市子ども・子育て会議 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画策定について 

・地域型保育事業の認可について 

令和元年 

１２月２５日 

～ 

令和２年 

１月２５日 

パブリックコメント実施 

ホームページ、各地区交流センター、児童課窓口で計画書案の

公表及び意見聴取 

令和２年 

３月 

令和元年度 第４回 

藤枝市子ども・子育て会議 

（書面会議） 

・第２期藤枝市子ども・子育て支援事業計画（案）の 

 パブリックコメント結果報告と計画報告について 

・特定教育・保育施設の確認について 

・地域型保育事業の認可変更について 
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７．用語解説 

 

あ行 

 
育成医療給付 

障害者総合支援法に基づき、身体に障害のある子どもまたはそのまま放置すると将

来障害を残すと認められる疾患がある子ども（１８歳未満）で、確実な治療効果が期待

できる方が、指定医療機関において医療を受ける場合に給付が受けられる制度。 
 
延長保育 

就労形態の多様化、通勤時間の増加等に対応するため保育所の開設時間を延長し保

育する事業。 
 

か行 

 
学校サポーターズクラブ事業 

学校を支援するため、学校が必要とする活動について地域の人々をボランティアと

して派遣する事業。家庭・地域・学校等が一体となって地域ぐるみで教育に取り組む

体制の構築を目的としている。 
 
 
交通バリアフリー事業 

「交通バリアフリー法」に基づき、駅等の旅客施設を中心とした地区について、旅

客施設、駅前広場、周辺の主な道路等のバリアフリー化を重点的・一体的に推進する

事業を示す。 
 
子育てサロン 

子育て中の親同士がふれあい、仲間づくりを行うなかで、子育てを楽しみ、子育て

の悩みを相談しあうとともに、子ども同士がふれあう場所をつくることを目的として

いる。 
市内にある各地区社会福祉協議会（地区社協）を中心に実施されている。 
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こども医療費助成事業 

子どもの疾病を早期に発見し、適切な治療をもって疾病の慢性化予防を促進すると

ともに、保護者の経済的負担の軽減を図るため、１８歳までの子どもを対象に医療費の

助成を行う。 
 
子ども１１０番の家 

子どもを犯罪から守るため、主に通学路等に位置し、不審者に遭遇した子どもがか

け込む避難場所として、一時的な保護と警察等への通報を行う民家や商店等をいう。 
 
コミュニティ・スクール 

学校と保護者や地域がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させることで、

協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え、「地域とともにある学校づくり」を進

めるための法律に基づいた仕組み。 
 

さ行 

 
在園児 

保育所や幼稚園等の施設に在籍している子ども。 
 
産後うつ病スクリーニング 

出産後１～２週間しても、まだマタニティブルーが続いたり、不安感やイライラ感

が強かったり、突然激しい動悸や息苦しさが現れたりする等の症状があると産後うつ

病の可能性がある。 
その判断としての選別検査をスクリーニングと言い、その中ではエジンバラ産後う

つ病質問票（Edinburgh Postnatal Depression Scale：EPDS）が国際的には最もよく知ら

れており、わが国でも日本語版が作成され、全国で使用されている。 
 
しずおか子育て優待カード事業 

１８歳未満の子どもを同伴した保護者または妊娠中の方が、優待カードを、県内すべ

ての協賛ステッカーを掲げる協賛店舗・協賛施設で提示すると、店舗・施設ごとに決

められた特典を受けることができる事業。 
 

自然動態 

一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き。 
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社会動態 

転入・転出に伴う人口の動き。 
 

巡回支援専門員 

発達障害等に関する知識を有する専門員。 
 
人口動態 

自然動態と社会動態を合わせた人口の動き。 
 
心理判定員 

児童・保護者等の相談支援の中で心理判定等の業務に従事する者。 
 
スクールサポーター 

少年非行情勢の深刻化とともに、学校内における児童・生徒の問題行動が増加し、

学校等において対応できる域をはるかに超えたものが少なくないことから、学校等と

の連携を強化する等、各種の取組の一環として、学校における生徒指導等の支援を任

務としている。 
 
スクールソーシャルワーカー 

いじめや不登校、虐待、貧困等、学校や日常生活における問題に直面する子どもを

支援する社会福祉の専門家。 
 
青少年問題協議会 

青少年の指導育成保護及び矯正に関する総合的施策について、必要な事項の調査審

議を行うこと及び関係行政機関相互の連絡調整を図っている。 
 
青少年健全育成推進会議 

『地域の子は地域で守り育てる』という視点から、自治会・学校・関係団体等が協

力し、各中学校区における健全育成推進会議において、地区の実情に即した青少年の

健全育成事業を実施している。 
 
総合型地域スポーツクラブ 

地域において、子どもからお年寄りまで様々なスポーツを愛好する人々が参加する

地域スポーツクラブで、生涯スポーツを実現する上で大きな役割を担う。 
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た行 

 
待機児童 

保護者が保育所等に入所申請し、入所要件に該当しているものであって、現に保育

所等に入所していない子どもを示す。 
 
男女共同参画 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が保障され、この結果、男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受し、責任を担うこと。 
 

地域子育てサポーター 

放課後児童クラブの基本理念である「地域の子は地域で育てる」に即して、自然体

験学習や食育等の地域の特色を活かした活動や季節行事の補助等を行う登録制の児

童クラブ活動の補助者。 
 
地域子育て支援センター 

市町村が保育所等を指定し、子育て家庭に対する育児不安等についての指導、子育

てサークル等への支援等を通して、地域の子育て家庭に対する育児支援を行う。 
 
出前講座 

市民の方が日頃集う集会等に、市職員等が出向いて、地域で希望するテーマについ

て講義・説明し、また、意見交換等を行うことにより、市民の学習機会の拡大と市政

への理解に役立てる趣旨のもの。 
 
特別支援教育 

障害があるまたは発達に課題がある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体

的な取り組みを支援するという視点にたち、幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善もしくは克服するため、

適切な指導及び、必要な支援を行うもの。 
 

な行 

 
ながら見守り 

日常生活や事業活動中に防犯の視点で通学路等を見守る活動。 
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ネグレクト（養育放棄） 

子どもに対する適切な養育を親が放棄すること。例えば、子どもに食事を与えない、

子どもが泣いていても無視する、病気なのに治療を受けさせない、いつも強くしかっ

て子どもの情緒を不安定にさせる等の行為のことで、これによって、子どもの精神的

な発達が阻害され、人格形成に悪影響を与えるといわれている。 
 

は行 

 
非在園児 

保育所や幼稚園等の施設に在籍していない子ども。 
 
ファミリー・サポート・センター 

保護者であってその乳児、幼児等の保育に関する援助を受けることを希望する人と

その援助を行うことを希望する人との連絡及び調整を行い、援助希望者の講習その他

の必要な援助を行う事業。 
 
藤枝おやこ館運営協議会 

カウンセラーや保育士等の有資格者、民生委員、子育てに関する活動経験者等で構

成される市民団体で、子育てする親や子どもたちが自由に遊べる場の提供や子育て中

の親が子育ての悩みを気軽に相談できる等子育て支援事業を行う団体。 
 
藤枝市健康づくり食生活推進協議会 

栄養のバランスのとれた食生活のあり方を普及するための活動を行う食生活改善

推進員をまとめる組織を示す。 
 
藤枝市就学支援委員会 

障害があるまたは発達に課題をもつ幼児及び児童生徒の障害の種類や程度に応じ

て適正な就学に関する指導及び支援を行うために藤枝市教育委員会が設置する組織。 
 
ふじえだマナー 

藤枝市教育振興基本計画の基本理念『笑顔あふれる教育』のもと、子ども達が「当

たり前のことが当たり前にできること」として身につけたい、『人を思いやる心から

自然に現れる言動』のこと。平成２５年度には未就学児の保護者を対象とした『えだっ

子の一歩』を作成。今後は小学生向け、中学生向けを作成し、浸透を図る。 
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藤枝市要保護児童対策地域協議会 

児童福祉法第２５条の２の第１項により、要保護児童やＤＶ被害者に対し、早期発見

や適切な支援を図ることを目的として設置している協議会。自治会、民生委員児童委

員協議会、保育所、幼稚園、学校、警察、行政等の関係機関の連携強化を図っている。 
 

放課後子ども教室 

地区交流センターや小学校施設等を会場として、地域の多様な方々の参画を得て、

子どもたちとともに学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取り組み

を実施する事業。 
 
放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

小学校に就学している子どもであって、その保護者が労働等により昼間家庭にいな

い場合に、授業の終了後に児童厚生施設等（専用施設、学校の余裕教室等）を利用し

て、指導員を配置し、適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。 
 
放課後等デイサービス 

障害のある学齢期の子どもが、学校の授業終了後や学校休業日に通う療育機能・居

場所機能を備えたサービス。 
 

ま行 

 
未熟児養育医療給付 

未熟児は、疾病にかかりやすい等の理由により、出生後、すみやかに適切な処置を

講ずることが必要であることから、養育のため指定養育医療機関に入院することを必

要とする未熟児に対して、その養育に必要な医療の給付を行う。 
 
 

ら行 

 
理学療法士 

ケガや病気等で身体に障害のある人や障害の発生が予測される人に対して、基本動

作能力の回復や維持、および障害の悪化の予防を目的に、運動療法や物理療法等を用

いて、自立した日常生活が送れるよう支援する医学的リハビリテーションの専門職。 
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療育 

障害児や発達に課題のある子どもが、社会的自立生活に向けて、身体面・精神面等

の機能を高めるべく、かつ社会的自立生活に向けて、医療的配慮のもとで育成される

こと。 
 

わ行 

 
ワーク・ライフ・バランス 

「仕事と生活の調和」と訳され、働き方の見直し等により、多様な選択が可能な社

会をつくり、働く方一人ひとりが意欲を持って、働きながら豊かさを実感して暮らせ

るようになること。 
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